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1. 監査計画・重要性
基準：ベンチマークは税引前利益(継続事業)を第一基準とする。サンプル製造株式会社は安定的に利益計上する成熟製造業であり、財務諸表利用者(金融機関・株主)の主たる関心が収益性にあるため税引前利益が最も適切。ただし製造業は設備投資・棚卸資産が重く、当期が大型設備投資・市況悪化により税引前利益が一時的に大きく変動する場合は、変動の影響を受けにくい売上高または正常収益力ベース(過去3〜5期平均税引前利益・EBITDA)を補完ベンチマークとして併用する。総資産は資産超過・継続企業判断を補強する参考指標とする。
全体重要性：全体重要性(Overall Materiality)=税引前利益の5%を基準値とする。例:税引前利益が概ね10億円であれば全体重要性は約50百万円。利益が不安定な期は売上高の0.5%〜1%、または総資産の0.5%による算定値とクロスチェックし、保守的に最も低い水準を採用する。確定値は期末の実績見込みを用いて見直し、修正後実績との乖離が大きい場合は再評価する。
手続実施上の重要性：手続実施上の重要性(Performance Materiality)=全体重要性の75%を基本とする(例:全体重要性50百万円→PM約37.5百万円)。第28期は継続監査で過去の未修正・修正虚偽表示の発生実績が限定的、統制環境に重大な不備がない前提で75%とする。仕掛品の進捗度見積り・棚卸資産評価減・各種引当金など見積要素が多く累積誤謬リスクが高い領域、または前期に複数の虚偽表示が検出された場合は50〜70%へ引き下げる。
明らかに僅少な閾値：明らかに僅少な閾値(Clearly Trivial Threshold)=全体重要性の5%(例:50百万円→約2.5百万円)とする。この金額以下の検出事項は、集計しても全体として重要にならないことが明らかであるため、原則として虚偽表示の集計対象から除外する。ただし、不正の兆候・経営者の偏向を示唆する事項・注記/開示に関する質的事項は金額の多寡にかかわらず集計・評価対象とする。
2. 全体としてのリスク評価
第28期のサンプル製造株式会社における全体としての重要な虚偽表示リスクは、製造業特有の「見積りの不確実性」と「収益認識の期間帰属」に集中する。(1)財務諸表全体レベルのリスクとして、経営者による業績達成圧力(借入コベナンツ・利益目標)に起因する経営者による内部統制の無効化(management override)を不正リスクとして必須で識別し、仕訳テスト・会計上の見積りのレビュー(後知恵・遡及的検討)・重要な通例でない取引の検討を通年で実施する。(2)収益認識には不正リスクの推定(GAAS上の収益認識に係る不正リスク)が働き、期末売上のカットオフ(出荷基準/検収基準の整合)を特に重視する。(3)アサーション・レベルでは、(a)棚卸資産(原材料・仕掛品・製品)の評価=正味売却価額への切下げ・滞留/陳腐化評価・原価配賦(製造間接費の配賦・操業度差異)の妥当性(V)、(b)仕掛品の進捗度・原価集計の網羅性(C・V)、(c)売上原価と売上高の期間対応(CO)、(d)生産設備を中心とする固定資産の減損(遊休・採算悪化設備の兆候把握と減損認識・測定、V)、(e)繰延税金資産の回収可能性(将来課税所得の見積り、V)、(f)退職給付・賞与引当金等の見積り(V)が固有リスクの高い領域。(4)売掛金・買掛金・借入金等は確認手続が有効で固有リスクは相対的に中程度、現金・有価証券は実査・確認で対応する。総括として、評価アサーション(V)とカットオフ(CO)を最重要、実在性・網羅性(E・C)を残高確認・実地棚卸立会で担保し、特別な検討を必要とするリスク(Significant Risk)として「収益認識のカットオフ」「棚卸資産評価」「固定資産減損」「繰延税金資産回収可能性」「経営者による内部統制の無効化」を指定する。
3. 監査上の主要な検討事項（KAM）
棚卸資産(原材料・仕掛品・製品)の評価の妥当性 — 滞留・陳腐化に伴う正味売却価額への切下げ及び製造原価配賦
理由：製造業であるサンプル製造株式会社にとって棚卸資産は総資産の重要な構成要素であり、その評価には経営者の重要な判断が介在する。具体的には、(1)正味売却価額(NRV)が取得原価を下回る場合の評価減の要否・金額の見積り、(2)長期滞留品・陳腐化品の識別と切下率の決定、(3)仕掛品・製品への製造間接費の配賦及び操業度差異の取扱いといった見積要素が含まれ、市況や受注動向の変化により金額的影響が大きく変動しうる。見積りの不確実性が高く、経営者の偏向(評価減の過少計上による利益の嵩上げ)が入り込む余地があることから、特別な検討を必要とするリスクであり、監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。アサーションは主として評価の妥当性(V)、滞留品の網羅的識別の観点で網羅性(C)。
監査上の対応：(1)棚卸資産評価方針(NRV算定ロジック・滞留区分・切下率)の合理性を評価し、過年度の評価減実績と実際の販売・廃棄結果を遡及的に検証して経営者見積りの精度(後知恵分析)を確かめた。(2)期末実地棚卸の立会により数量の実在性・網羅性・状態(陳腐化・損傷)を観察し、滞留・不動品をサンプル抽出。(3)品目別の年齢分析(エイジング)・回転期間分析を実施し、滞留・低回転品目を異常点として抽出のうえ、直近の販売価格・受注残・販売計画と取得原価を突合してNRV切下げの十分性を再計算により検証。(4)製造原価について、標準原価と実際原価の差異(材料費・労務費・製造間接費・操業度差異)の配賦処理を検討し、異常な原価への配賦・原価の繰延べによる利益操作がないか確かめた。(5)製品単価の構成要素を原価計算資料・購買請求書・賃率資料と証憑突合した。
生産設備を中心とする有形固定資産の減損の認識及び測定
理由：サンプル製造株式会社は生産設備等の有形固定資産を多額に計上しており、固定資産の減損は減損の兆候の把握から認識(割引前将来キャッシュ・フローとの比較)、測定(回収可能価額=正味売却価額と使用価値のいずれか高い額)に至るまで、資産のグルーピング、将来キャッシュ・フローの見積り、割引率・成長率等の重要な仮定に経営者の判断が広範に介在する。設備の遊休化・稼働率低下・採算悪化・製品ライフサイクルの変化等の兆候の評価には不確実性が高く、減損損失の認識時期・金額が財務諸表に重要な影響を及ぼす。よって監査上の主要な検討事項とした。アサーションは評価の妥当性(V)。
監査上の対応：(1)資産のグルーピングが管理会計上の単位・継続的に収支を把握する単位と整合しているかを検討した。(2)減損の兆候(営業損益・キャッシュ・フローの継続的マイナス、稼働率低下、遊休設備、市場価格・経営環境の著しい悪化)について、工場別・製品ライン別の損益・稼働実績を入手し網羅的に評価。現場視察により遊休・処分予定設備の有無を観察した。(3)兆候ありと判定した資産グループについて、割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎(販売数量・販売単価・原価・設備の経済的残存使用年数)を事業計画・受注状況と照合し、過年度計画と実績の乖離分析により見積りの確からしさを評価。(4)使用価値算定における割引率(WACC)の合理性を独自に再計算・検証し、正味売却価額は不動産鑑定評価・処分見積額と突合。(5)主要仮定に対する感応度分析を実施し、結論の頑健性を確かめた。
繰延税金資産の回収可能性の評価
理由：繰延税金資産の計上は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対する将来課税所得の見積りに依存し、企業の収益力区分(会社分類)の判定、課税所得の見積期間、スケジューリング、タックス・プランニングの実現可能性など、経営者による重要な判断と将来予測を要する。製造業では設備投資・市況により業績変動が生じやすく、将来課税所得の見積りの不確実性が高い。回収可能性の評価如何で繰延税金資産・法人税等調整額が大きく変動し、純資産・当期純利益に重要な影響を及ぼすことから、監査上の主要な検討事項とした。アサーションは評価の妥当性(V)。
監査上の対応：(1)企業会計基準適用指針第26号(繰延税金資産の回収可能性)に基づく会社分類の判定根拠を検討し、過去3〜5期及び当期の課税所得実績・含み損益・期末の将来減算一時差異の発生状況を分析して分類の妥当性を評価した。(2)将来課税所得の見積りの基礎となる中期事業計画を入手し、減損・棚卸資産評価で用いた将来CFの仮定との整合性を相互参照のうえ、過年度の計画達成度(計画対実績)を分析して見積りの確からしさを評価。(3)一時差異の解消スケジューリングを再計算で検証し、繰越欠損金の繰越期限内の回収可能性を確かめた。(4)タックス・プランニングの実行可能性・意思決定の証憑(取締役会資料等)を入手・検討した。(5)税務専門家の知見を活用し、適用税率・税制改正の反映の適切性を確かめた。
4. 内部統制（ICFR）への依拠
内部統制3点セットの整備・運用評価の結果に基づき、依拠の可否と実証手続への影響を整理する。
	勘定科目
	依拠
	依拠する統制領域
	内部統制評価結果
	実証手続への影響

	売上高
	依拠
	販売・出荷プロセス統制(受注承認、出荷報告と売上計上の自動連携、与信限度チェック、価格マスタ承認、月次売上分析的レビュー)。ただしカットオフは特別な検討を要するリスク。
	整備:有効。運用:出荷連携・価格マスタ承認は有効。期末カットオフ統制は運用上の例外を1件検出(自動化が一部手動運用)。
	通常の売上計上(網羅性・正確性)は統制依拠により実証手続のサンプル件数を縮減(運用テスト有効を前提に詳細テストを縮小)。一方、カットオフは統制依拠せず、期末前後の出荷・売上の実証的カットオフテスト(対象期間を期末±数営業日に拡大、件数拡大)を実施。

	売掛金
	依拠
	債権管理統制(消込照合、年齢調べ、滞留債権モニタリング、残高確認の発送・回収プロセス)。
	整備:有効。運用:消込・年齢調べは有効。
	実在性・網羅性は統制依拠の上で残高確認手続を実施(確認サンプル件数を縮減)。ただし貸倒引当(評価)は見積りのため統制依拠せず実証手続中心(個別債権の回収可能性評価)。

	仕入／売上原価
	依拠
	購買プロセス統制(発注承認、三点照合=発注・受入・請求、受入検収、原価計算システムの標準原価・差異分析統制)。
	整備:有効。運用:三点照合・受入検収は有効。期末購買カットオフは手動補完あり要注意。
	発生・正確性は統制依拠で証憑突合のサンプル件数を縮減。購買カットオフは実証的カットオフテストを併用(件数据え置き〜拡大)。原価配賦の見積要素(配賦基準・仕掛品評価)は実証手続で検証。

	買掛金
	依拠
	購買・債務計上統制(三点照合、債務計上の網羅性チェック、未請求債務リストの定期確認)。
	整備:有効。運用:有効。ただし網羅性(未計上債務)は固有リスク高。
	統制依拠で実在性のテストを縮減する一方、網羅性(計上漏れ)は実証手続を維持・拡大(期末後支払・未請求リスト・受入未請求のサーチ手続)。

	棚卸資産
	依拠
	実地棚卸統制(棚卸計画・実施・差異調整の承認)、受払記録統制、原価計算統制。評価(滞留・正味売却価額)は特別な検討を要するリスク。
	整備:有効。運用:実地棚卸・受払記録は有効。評価減の識別統制は判断依存で限定的。
	実在性・網羅性は実地棚卸立会(統制依拠+立会)でサンプル件数縮減。評価(滞留・低価法)は統制に依拠せず実証手続中心(滞留分析・正味売却価額の独自再計算・廃棄実績検討)で件数拡大。

	現金及び預金
	依拠
	資金管理統制(銀行照合表の独立作成・査閲、入出金承認、職務分掌)。
	整備:有効。運用:有効。
	統制が有効かつ固有リスク低のため、残高確認(全口座)に加え実証手続を最小限に縮減。ただし経営者による内部統制無効化の観点から例外的・期末近接の異常仕訳は別途検討。

	給与関連(販管費・賞与引当金)
	依拠
	人事給与統制(マスタ変更承認、勤怠と支給の照合、給与計算の検証、賞与原資の承認)。
	整備:有効。運用:給与計算・マスタ統制は有効。賞与引当の計上は見積・判断要素。
	定例給与・法定福利は統制依拠で実証手続(再計算・分析的手続)を縮減。賞与引当金の計上(対象期間按分・支給見込)は見積りのため統制に依拠せず実証的に必要額を独自算定し計上額と比較。

	見積り・経営者による内部統制の無効化(共通)
	非依拠
	固定資産減損、繰延税金資産の回収可能性、各種引当金等の会計上の見積り、および経営者による内部統制の無効化リスク(仕訳の不正・見積りバイアス)。
	整備:統制は存在するが見積りの主観性・経営者関与により依拠の基礎としない。経営者無効化は統制で低減不能。
	統制に依拠せず実証手続中心。仕訳テスト(異常仕訳の全件抽出・期末近接/上位者承認回避/丸め額等のリスク基準抽出)、見積りの偏りの遡及的レビュー(過年度見積り対実績)、減損・DTAの将来計画の合理性検討、関連当事者取引の検討を必須実施。サンプル/手続は拡大。


5. 勘定別 監査プログラム
売上高（損益計算書 / 売上高） ★重要勘定　主要アサーション EC・・COPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[不正・固有高] 期末日近辺の出荷・検収について、翌期計上すべき売上を当期に前倒し計上する(または当期計上すべき売上を翌期に繰延べる)カットオフの誤りにより、売上高が過大(過少)に表示されるリスク。製造業のため出荷基準・検収基準の適用が混在し、収益認識の時点(履行義務の充足時点=支配の移転)の判断誤りが生じやすい。〔E・・・CO・〕
・[不正・固有高] 監査基準上、収益認識には不正リスクが推定される(不正リスクの反証がない限り存在を仮定)。経営者が業績目標達成・予算未達回避の動機により、実体のない架空売上の計上、押し込み販売(チャネルスタッフィング)、リベート・返品条件付き取引の隠蔽、循環取引等により売上高を水増しするリスク。期末月・四半期末に集中する大口・新規取引先・通常と異なる取引条件の取引が特に高リスク。〔E・・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 値引・割戻し(リベート)・返品・売上控除の網羅的・適時な計上漏れにより、売上高が純額で過大表示されるリスク。変動対価の見積り(返品調整・数量割戻)の評価誤りを含む。〔・C・V・・〕
・[誤謬・固有中] 本人・代理人の判定誤り、有償支給・受託加工等の総額/純額表示の誤り、セグメント・品目別等の表示・注記(収益認識基準の注記)の不適切な区分により表示の妥当性を欠くリスク。〔・・・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	統制テスト
	出荷・売上計上に係る内部統制の運用評価テスト
	受注→与信承認→出荷指図→出荷/検収→売上計上→請求の業務プロセスについて、出荷データと売上計上データのシステム的照合(3way match:注文書・出荷記録・請求書)、出荷記録に基づく自動計上、承認権限の職務分掌が有効に運用されているかを評価する。IT全般統制(アクセス管理・プログラム変更管理)とアプリケーション統制(価格マスタ参照、自動仕訳)に依拠する場合はITGCの有効性も検証。
	EC・・CO・
	出荷記録、売上計上仕訳、承認証跡(電子承認ログ)、価格マスタ変更履歴、ITGC評価結果／年間を通じた統制適用母集団から属性サンプリング(運用評価は通例25件等)。日常反復的統制は頻度に応じた件数を抽出。

	実証手続
	売上のカットオフテスト(期末前後の計上時点の検証)
	期末日(決算日)の前後一定期間(例:前後5〜10営業日)に計上された売上取引を対象に、出荷記録・運送業者の引渡記録(B/L・受領書)・検収書・契約上の収益認識時点(支配移転)と照合し、正しい会計期間に計上されているかを検証する。出荷基準採用先は出荷日、検収基準採用先は得意先検収日を証憑で確認。期末直前の大口・通常外取引、期末日の翌日に返品・取消があった取引を重点的に追跡。
	E・・・CO・
	出荷指図書・出荷記録、運送会社の引渡証憑、得意先検収書、契約書、売上計上仕訳、翌期の返品・赤伝記録／母集団=期末前後の売上計上明細。金額的に重要な取引は全件、残りは金額層別・リスク基準で抽出(前後各10〜25件目安)。期末月の新規/大口取引はターゲット抽出。

	実証手続
	売上取引の証憑突合(発生・実在性の検証)
	売上計上明細を母集団とし、抽出した取引について注文書(受注)・出荷記録・検収書・請求書(控)・売掛金回収(入金消込)まで一気通貫で突合し、実在する顧客との実取引であり金額・数量・単価(価格マスタ・契約)が正確であることを検証する。架空売上の兆候(回収のない売掛金、出荷実体のない計上、関係会社/実体不明先)に留意。
	EC・V・・
	注文書、出荷記録、検収書、請求書控、契約書、価格表、入金記録・消込資料／母集団=年間売上仕訳明細。MUS(金額単位サンプリング)または金額層別+リスク基準で抽出。大口・期末・新規先・利益率異常取引を優先。

	分析的手続
	売上高の趨勢・比率分析による異常点監査
	月次/品目別/得意先別/セグメント別の売上高推移分析、前年同期比較、予算・予測値との差異分析、売上総利益率(粗利率)の趨勢分析を実施。製造業のため製造原価・売上原価との対応(原価率の変動)、数量×単価への分解分析を行い、合理的な期待値からの乖離を異常点として抽出・調査する。期末月の急増、特定得意先への集中、利益率の不自然な変動を検出。
	EC・・CO・
	月次推移表、品目別/得意先別売上明細、予算実績対比、粗利率分析表、数量・単価データ／全社・セグメント別の集計データを母集団とする全数ベースの分析。許容差異を設定し閾値超過項目を深掘り。

	実証手続
	売上控除(値引・割戻・返品)・変動対価の検証
	期末時点で計上すべき売上値引・割戻(リベート)・返品調整を網羅的に計上しているか、リベート契約・返品実績率に基づき再計算・証憑突合する。翌期計上のクレジットメモ・赤伝を遡及レビューし、当期帰属分の計上漏れ(網羅性)を確認。
	・C・VCO・
	リベート契約、割戻計算資料、返品実績データ、翌期クレジットメモ・赤伝、引当計算資料／リベート契約全件レビュー、翌期赤伝・クレジットメモから当期帰属分を抽出。返品率の合理性を実績で検証。

	実証手続
	収益認識の表示・注記の検討(本人/代理人・総額純額)
	取引形態別に本人・代理人の判定(支配の有無)、有償支給・受託加工等の総額/純額表示を契約に基づき検討。財務諸表等規則・収益認識会計基準に基づく注記(収益の分解情報、履行義務、契約残高等)の妥当性・網羅性を検討する。
	・・・・・PD
	主要取引契約、収益認識方針、注記ドラフト、開示チェックリスト／主要取引類型を網羅的にカバーする契約サンプル。開示はディスクロージャーチェックリストで全項目検証。


監査結論：実施した実証手続(カットオフテスト・証憑突合・売上控除検証)、分析的手続(趨勢・粗利率分析)及び依拠する内部統制の評価結果から、売上高は、すべての重要な点において、実在性・網羅性・期間配分の適切性・表示の妥当性に関し適正に計上・表示されているものと認められる。収益認識に係る不正リスク及び期ずれリスクについても重要な虚偽表示の兆候は検出されなかった。
売掛金（流動資産 / 売上債権） ★重要勘定　主要アサーション ECROV・・
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[不正・固有高] 架空売上に伴う実在しない売掛金の計上、または期末残高の過大表示(実在性)のリスク。売上高の架空計上と表裏一体であり、回収されない・滞留する売掛金として滞留する。不正リスク(収益認識)に連動。〔E・RO・・・〕
・[誤謬・固有中] 回収可能性に疑義のある債権(滞留・長期未回収・信用悪化先)について貸倒見積を反映せず、売掛金が回収可能価額を超えて過大に評価されるリスク(評価の妥当性)。貸倒引当金と表裏。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 債権の譲渡・ファクタリング・担保差入・相殺(買掛金との)があるにもかかわらず総額計上され、権利の帰属・表示を誤るリスク。期末日後の入金を消し込まず二重計上・誤消込が生じるリスク。〔・CRO・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	売掛金の残高確認(積極的確認)
	期末日基準で主要得意先・金額重要先・リスク先に対し、監査人が直接発送・直接回収する積極的確認状を発送し、確認回答と帳簿残高を突合する。差異は得意先元帳・請求書・入金記録で調整・解明。返送なし(未回収)先には2nd request、なお未回答なら代替手続(後続入金の確認、請求書・出荷・検収証憑による裏付け)を実施。確認先の宛先・実在性も検証し架空相手先の混入を排除。
	E・ROV・・
	確認状回答、確認差異調整表、得意先元帳、請求書、後続入金記録、代替手続調書／母集団=期末売掛金残高明細(得意先別)。重要先は全件、残りはMUSまたは金額層別抽出。残高ゼロ・貸残・新規/関係不明先・滞留先をターゲット抽出。確認カバー率を母集団金額に対して評価。

	実証手続
	後続入金(期末日後回収)の検証
	期末売掛金残高について、期末日後の入金(回収)記録・通帳・入金消込資料と突合し、期末残高が実在かつ回収可能であることを裏付ける。確認状未回答先の代替手続としても機能。回収が滞留している残高は貸倒評価へ連携。
	E・ROV・・
	期末日後の入金明細、預金通帳/入金記録、消込資料、得意先元帳／確認未実施先・未回答先及び重要残高を母集団とし、監査時点までの入金を網羅的に追跡。

	実証手続
	売掛金の年齢調べ(エイジング)レビューと滞留債権検証
	得意先別・債権年齢別の年齢調べ表を入手し、その正確性(売上計上日・入金消込との整合)を検証のうえ、長期滞留・延滞・信用悪化先を抽出。回収可能性を入金状況・与信情報・係争/倒産情報により評価し、貸倒引当金の十分性検討に連携する。
	E・・V・・
	年齢調べ表、滞留債権リスト、与信/回収状況資料、得意先信用情報／全件エイジングを再計算・整合チェック。閾値超過(一定日数超滞留・大口延滞)を全件深掘り。

	実証手続
	権利帰属・相殺・担保差入の検証
	債権譲渡・ファクタリング・流動化、担保差入、買掛金等との相殺の有無を契約・取締役会議事録・確認状回答から把握し、総額/純額表示・オフバランス・注記の妥当性を検証する。関連当事者債権の有無も確認。
	・・RO・・PD
	債権譲渡/流動化契約、担保関係書類、相殺合意、議事録、確認状回答／重要契約・大口取引先を母集団とした網羅的レビュー。

	分析的手続
	売上債権回転期間・回転率分析による異常点監査
	売掛金回転期間(売上債権回転日数=売掛金÷売上高×日数)・回転率の期間推移・予算/前年比較を実施し、回収サイト長期化・残高の不自然な増加を異常点として抽出。月次推移、得意先別の滞留増加、売上対比での残高膨張(架空売上の兆候)を検出する。
	EC・V・・
	回転期間分析表、月次売掛金推移、得意先別残高推移、売上対比表／全社・得意先別の集計データを母集団とする全数分析。閾値超過項目を深掘り。


監査結論：売掛金は、残高確認、後続入金検証、エイジングレビュー及び回転期間分析等の手続の結果、実在性・権利の帰属・評価の妥当性・網羅性に関し、すべての重要な点において適正に計上されているものと認められる。架空債権・滞留債権に係る重要な虚偽表示の兆候は検出されず、回収可能性は貸倒引当金に適切に反映されている。
受取手形（流動資産 / 売上債権） ★重要勘定　主要アサーション E・ROV・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 期末日現在で実在しない手形の計上、または既に割引・裏書譲渡した手形を資産から減額せず過大計上するリスク(実在性・権利の帰属)。手元手形の実査もれ・期末日後割引分の処理誤りを含む。〔E・RO・・・〕
・[不正・固有中] 不渡手形・支払期日経過・信用不安先の手形について回収可能性を反映せず過大評価するリスク(評価の妥当性)。融通手形・書換手形(ジャンプ)による滞留隠蔽の不正リスク。〔E・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 割引手形・裏書手形に係る偶発債務(遡求義務)の注記漏れ、手形と電子記録債権の表示区分誤りにより表示の妥当性を欠くリスク。〔・・・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	手元受取手形の実査
	期末日(または近接日)に手元保有手形・電子記録債権の証憑を実査し、手形要件(振出人・金額・支払期日・支払場所)・現物の実在を確認し、受取手形記入帳・帳簿残高と突合する。実査日と期末日が異なる場合は期間ロールフォワード手続を実施。割引・取立依頼中の手形は金融機関への残高確認で補完。
	E・ROV・・
	手形現物/電子記録債権記録、受取手形記入帳、実査調書、金融機関確認状／手元保有手形は原則全件実査。取立・割引依頼中分は確認状で網羅。

	実証手続
	割引手形・裏書譲渡手形と遡求義務の検証
	受取手形記入帳・銀行取引・割引明細から割引・裏書譲渡手形を把握し、資産からの適切な除外と、遡求義務(保証債務)の注記・偶発債務計上の妥当性を検証する。期末日後の決済・不渡状況を後続事象として確認。
	・・ROV・PD
	割引明細、銀行取引記録、受取手形記入帳、注記ドラフト、後続決済記録／割引・裏書手形を網羅的にリスト化し全件検証。

	実証手続
	不渡・滞留・書換手形の評価検討
	支払期日経過・不渡・書換(ジャンプ)手形を抽出し、回収可能性を評価。融通手形・書換による滞留隠蔽がないか、振出人の信用状況・取引実態を検討し、貸倒評価へ連携する。
	E・・V・・
	不渡通知、期日管理表、書換記録、振出人信用情報／期日経過・書換・大口手形を全件抽出して個別評価。

	分析的手続
	受取手形残高・手形サイト分析
	受取手形残高の期間推移、現金回収/手形回収比率、手形サイトの趨勢を分析し、不自然な増減・サイト長期化を異常点として抽出する。
	EC・V・・
	手形残高推移表、回収手段別構成分析／全社集計データの全数分析。


監査結論：受取手形は、実査、割引・裏書手形の検証、不渡・書換手形の評価検討の結果、実在性・権利の帰属・評価の妥当性・表示の妥当性に関し、すべての重要な点において適正に計上・表示されているものと認められる。遡求義務に係る注記も適切である。
貸倒引当金（流動資産 / 評価性引当金(売上債権控除)） ★重要勘定　主要アサーション ・C・V・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 一般債権の貸倒実績率の算定誤り、貸倒懸念債権・破産更生債権等の区分判定誤り、担保・保証による回収見込額の過大評価により、貸倒引当金が過少(または過大)に計上され、売上債権が回収可能価額を超えて評価されるリスク(評価の妥当性)。会計上の見積りであり経営者の主観・判断が介在する重点領域。〔・C・V・・〕
・[不正・固有高] 経営者が利益調整(損失先送り・利益捻出)の目的で引当金を過少計上、または逆に過大計上(ビッグバス)するなど、見積りの偏向(マネジメント・バイアス)による不正リスク。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有低] 債権区分(一般/貸倒懸念/破産更生等)の表示・注記、繰入額の損益区分(販管費/営業外)の誤りにより表示の妥当性を欠くリスク。〔・・・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	貸倒引当金繰入額の再計算(一般債権・貸倒実績率法)
	金銭債権を一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等に区分した会社資料を入手し、一般債権の貸倒実績率(過去の貸倒損失率の算定根拠データ)の妥当性を検証のうえ、一般債権残高への適用と引当額を独立に再計算する。区分の網羅性(全債権が漏れなく区分されているか)も検証。
	・C・V・・
	債権区分表、貸倒実績率算定資料(過去の貸倒データ)、引当金計算明細、再計算調書／一般債権は全件残高に実績率適用を再計算。実績率は過去3〜5年の貸倒データで検証。

	実証手続
	貸倒懸念債権・破産更生債権等の個別評価の検討
	滞留・信用不安・法的整理先の個別債権について、財務内容評価法/キャッシュ・フロー見積法に基づく回収見込額(担保処分見込額・保証による回収・配当見込)を再計算・証憑突合し、引当の十分性を検討する。エイジング・後続入金・倒産/係争情報と整合させ、経営者の見積りの偏向を批判的に評価(矛盾する証拠の検討、過年度見積りの事後的検証=バックテスト)。
	・・・V・PD
	個別債権評価資料、担保評価書、保証契約、法的整理関係書類、信用調査情報、過年度見積りの事後検証／貸倒懸念・破産更生債権等は全件個別検討。担保・保証回収見込は証憑で裏付け。

	分析的手続
	貸倒引当金率・繰入額の趨勢分析(異常点監査)
	売上債権に対する引当率の期間推移、貸倒実績(実際の貸倒損失)との比較、前年・予算との差異分析を実施。引当率の不自然な低下(損失先送りの兆候)や見積りと実績の乖離を異常点として抽出・解明する。
	・C・V・・
	引当率推移表、貸倒実績対比、繰入/戻入推移／全社・債権区分別の集計データを全数分析。

	実証手続
	債権区分・損益区分の表示・注記の検討
	債権区分の表示、貸倒引当金の控除形式表示、繰入額の損益区分(販管費/営業外費用)、注記の妥当性を財務諸表等規則に照らし検討する。
	・・・・・PD
	財務諸表ドラフト、注記、開示チェックリスト／開示チェックリストによる全項目検証。


監査結論：貸倒引当金は、一般債権の再計算、貸倒懸念・破産更生債権等の個別評価検討、引当率の趨勢分析及び過年度見積りの事後的検証の結果、評価の妥当性・網羅性・表示の妥当性に関し、すべての重要な点において合理的に見積られ計上されているものと認められる。経営者の見積りに重要な偏向の兆候は検出されなかった。
契約負債(前受金)（流動負債 / 契約負債） ★重要勘定　主要アサーション ・C・VCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[不正・固有中] 履行義務が未充足であるにもかかわらず収益認識(前倒し)し、計上すべき契約負債(前受金)を網羅的に計上しない、または過少計上するリスク(網羅性・期間配分)。受領済対価のうち未充足義務分の繰延処理の誤り。製造業の受注生産・前受・据付/保守付帯取引で生じやすい。〔・C・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 契約負債の収益化のタイミング・金額(履行義務の充足進捗)の見積り誤りにより、残高が過大/過少に評価されるリスク(評価)。複数履行義務への取引価格配分の誤りを含む。〔・・・VCO・〕
・[誤謬・固有低] 契約負債(前受金)と前受収益・預り金等の分類誤り、契約資産との相殺表示、流動/固定区分及び契約残高に係る注記の不適切な表示のリスク。〔・・・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	契約負債残高の証憑突合・前受金入金との照合
	契約負債(前受金)明細を母集団とし、契約書・注文書・入金記録(前受金受領)と突合して残高の妥当性を検証する。受領済対価のうち期末時点で履行義務が未充足の部分が適切に契約負債として残存していることを確認し、既に充足済の分が収益振替されているかを検証。
	・C・VCO・
	契約書、注文書、前受金入金記録、契約負債明細、収益振替仕訳／母集団=契約負債明細。大口・長期滞留前受金を全件、残りは金額層別抽出。

	実証手続
	履行義務の充足と収益繰延の網羅性検証(カットオフ)
	期末前後の前受金受領・出荷/検収・収益認識を相互照合し、未充足義務分が収益に計上されていないこと(前倒し収益の排除)、及び充足済分が漏れなく収益化されていることを検証する。売上カットオフテストと連携し、収益と契約負債の境界を確認。長期滞留する契約負債(履行遅延・解約)の取扱いも検討。
	・C・VCO・
	出荷/検収記録、進捗管理資料、契約条件、収益認識仕訳、滞留前受リスト／期末前後の前受・収益振替取引を母集団とし、大口・期末集中分をターゲット抽出。

	分析的手続
	契約負債残高の趨勢分析(異常点監査)
	契約負債残高の期間推移、受注残高・前受金入金との関係、売上計上との対応を分析し、不自然な減少(収益前倒しの兆候)や滞留増加を異常点として抽出する。
	・C・V・・
	契約負債推移表、受注残高、前受入金推移／全社集計データの全数分析。閾値超過を深掘り。

	実証手続
	契約負債の表示・区分・注記の検討
	契約負債(前受金)と前受収益・預り金の分類、契約資産との表示、流動/固定区分、収益認識基準に基づく契約残高の注記(期首期末残高・収益認識額)の妥当性を検討する。
	・・・・・PD
	財務諸表ドラフト、契約残高注記、開示チェックリスト／開示チェックリストによる全項目検証。


監査結論：契約負債(前受金)は、証憑突合、履行義務充足のカットオフ検証、趨勢分析及び表示・注記の検討の結果、網羅性・評価の妥当性・期間配分の適切性・表示の妥当性に関し、すべての重要な点において適正に計上・表示されているものと認められる。収益の前倒しに係る重要な虚偽表示の兆候は検出されなかった。
仕入／売上原価（売上原価（損益計算書）） ★重要勘定　主要アサーション EC・VCO・
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 網羅性（C）リスク：期末日近辺の入荷（検収済）にもかかわらず請求書未達等を理由に仕入・買掛金が計上されず、売上原価が過少・利益が過大に表示される。製造業では原材料の継続的な入荷があり、未計上仕入（カットオフ遅れ）が生じやすい。在庫の入庫記録と仕入計上のタイミングがずれると、棚卸資産・売上原価の対応が崩れる。〔・C・・CO・〕
・[不正・固有高] 期間配分（CO）・実在性（E）の不正リスク：経営者が利益目標達成のため、期末仕入の計上を翌期に繰延べ（仕入の先送り）、または逆に翌期返品予定品を当期に計上しないなどにより売上原価を意図的に圧縮し、利益を過大表示する不正。リベート・販売奨励金の前倒し計上による原価控除（仕入値引の架空・前倒し計上）も含む。監基報240に基づき推定的に不正リスクとして識別。〔EC・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 評価（V）リスク：製造原価計算（標準原価・実際原価）における原価差異（材料費・労務費・製造間接費差異）の配賦・期末仕掛品/製品への配分が不適切で、売上原価と棚卸資産の按分を誤る。原価差異を全額売上原価に賦課すべきか棚卸資産に配賦すべきかの判断誤りにより、売上原価が歪む。〔・・・VCO・〕
・[不正・固有中] 実在性（E）リスク：架空仕入・水増し仕入の計上により買掛金を過大計上し資金を流出させる（購買担当者と仕入先の共謀、ペーパーカンパニーへの架空発注）。検収を伴わない仕入計上。〔E・・・・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	分析的手続
	売上原価率・売上総利益率の趨勢分析
	監査人が、月次・四半期別の売上原価率および売上総利益率を前期・前々期および予算と比較し、製品別・セグメント別に異常な変動（とくに期末月の急変）を分析する。原材料市況・為替・操業度の変動要因で説明可能か、製造部門のKPI（歩留り・操業度）と整合するかを検討する。期待値からの乖離が許容閾値を超える項目について個別に増減要因を質問・証憑で裏付ける。
	EC・VCO・
	月次推移表、製造原価報告書、予算実績差異分析資料、操業度・歩留りデータ／母集団＝月次の売上原価・売上高（12か月×製品グループ）。全数の趨勢を分析し、閾値超過月をピンポイントで深掘り。

	実証手続
	仕入計上のカットオフテスト（期末前後）
	監査人が、期末日前後（前後5～10営業日）の仕入計上について、検収報告書（受入検査記録）・入庫記録・納品書・運送書類（船積書類）の日付と仕入計上日・買掛金計上期を突合し、検収＝在庫支配獲得の時点で正しい会計期間に計上されているかを検証する。とくに期末直後計上分について検収日が当期に属さないか（未計上仕入の有無）、期末直前計上分について検収日が翌期でないか（先取り計上）を双方向で確認。輸入材料はインコタームズ条件と船積日・入港日を確認し権利移転時点を判定。
	EC・・CO・
	検収報告書、入庫記録（受払台帳）、納品書、請求書、運送・船積書類（B/L、インボイス）、購買発注書／母集団＝期末日前後一定期間の仕入取引・受入記録。金額上位および期末直近日付を重点に、期末前後それぞれ20～40件を抽出（双方向テスト）。最終受入番号・最終検収番号を確定し連続性を確認。

	実証手続
	未計上仕入のサーチ（期後支払・期後検収のレビュー）
	監査人が、期末日後一定期間（例：翌期1～2か月）の支払一覧・入金された請求書・期後に検収/入庫された取引・未請求受入（GR/IR：入庫済未請求）残高を閲覧し、当期に帰属すべき仕入・買掛金が未計上となっていないかを検証する。GR/IR勘定（検収済・請求未達）の期末残高の内訳・滞留を分析し、当期費用化漏れがないか確認する。
	・C・・CO・
	期後支払一覧、後続請求書、GR/IR（入庫未請求）明細、検収記録／母集団＝期後の支払伝票・後続請求書・GR/IR明細。金額上位および期末日に近い検収日のものを抽出（例30件）。GR/IR残は滞留上位を全件精査。

	実証手続
	仕入取引の証憑突合（実在性・正確性テスト）
	監査人が、総勘定元帳・仕入計上明細から取引を抽出し、購買発注書（PO）→検収報告書（GR）→仕入先請求書→会計計上の三点照合（3-way match：注文・検収・請求の一致）を実施。数量・単価・金額・取引先・計上額が一致するか、承認権限に沿った発注承認があるかを確認する。架空仕入の疑いがある取引先は実在性（登記・取引履歴）も確認。
	E・ROV・・
	発注書、検収報告書、仕入先請求書、契約書・単価表、支払記録、取引先実在性資料／母集団＝当期仕入計上明細（仕訳）。金額層別抽出（高額層は全件、その他は統計的/任意サンプリングで30～60件）。新規取引先・期末月計上・端数のない丸い金額を重点抽出。

	実証手続
	製造原価計算・原価差異配賦の再計算
	監査人が、原価計算方法（標準原価／実際原価、総合原価計算）の適用が会計方針どおりかを確かめ、当期の材料費・労務費・製造間接費の集計、原価差異（数量差異・価格差異・操業度差異等）の算定および期末棚卸資産と売上原価への配賦計算を再計算する。原価差異が異常に大きい場合は売上原価への一括賦課の妥当性（原価性・正常/異常の区分）を検討する。仕入と製造原価・売上原価の対応（原材料→仕掛品→製品→売上原価のフロー）が受払で整合するか確認。
	・C・VCO・
	製造原価報告書、原価計算表、標準原価カード、差異分析表、配賦計算ワークシート、棚卸資産受払／母集団＝原価計算期間の原価集計・差異配賦。代表製品ライン・主要原価要素を選定し再計算。原価差異は全社合計を検証。

	統制テスト
	購買・検収・支払プロセスの統制テスト（3-way match統制）
	監査人が、購買サイクルの内部統制（発注承認、検収（受入検査）、3-way match、計上承認、職務分離）について、運用評価手続を実施。サンプル取引について発注承認の証跡・検収記録・3点照合のエビデンス・システム上の照合不一致アラート対応を検査し、統制が期中有効に運用されていたかを評価する。IT統制（購買システムの自動マッチング・承認ワークフロー）はITGCの有効性を前提に依拠範囲を決定。
	EC・VCO・
	承認済発注書、検収記録、マッチング証跡、システムログ、職務分離の権限設定、例外処理記録／母集団＝期中の購買・検収・計上取引（統制適用件数）。運用頻度に応じた件数（日次統制なら25件等、監査基準のサンプル表に準拠）を期中・期末から抽出。


監査結論：実施した分析的手続・カットオフテスト・未計上仕入サーチ・証憑突合・原価計算の再計算（必要に応じ統制依拠）の結果、当期の仕入および売上原価は、網羅性・実在性・期間配分・評価の各アサーションにおいて、すべての重要な点において適正に表示されていると認められる。簿外仕入債務（未計上仕入）および利益操作を意図した期間配分の歪み、架空仕入は検出されなかった。
買掛金（流動負債（貸借対照表）） ★重要勘定　主要アサーション ECROVCO・
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 網羅性（C）リスク：負債は過少計上の方向に虚偽表示が生じやすい。期末時点で検収済・債務確定済の仕入債務が請求書未達等により買掛金に計上されず、負債・売上原価が過少表示される（簿外債務）。製造業は仕入先・取引量が多く、未請求受入（GR/IR）の計上漏れが起きやすい。これは買掛金監査における最重要リスク。〔・C・・CO・〕
・[不正・固有高] 網羅性（C）の不正リスク：経営者が財政状態を良く見せるため、期末買掛金（仕入債務）を意図的に翌期へ繰延べ・簿外化し、負債・売上原価を過少表示する不正。または特定仕入先への債務を意図的に未計上とする。負債の網羅性は不正による虚偽表示の典型方向であり、リスクとして識別。〔・C・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 評価・正確性（V）リスク：外貨建買掛金の期末換算（決算日レート）の誤り、リベート・仕入値引・割戻の控除計上誤り、仕入先別残高の集計・消込誤りにより買掛金残高が不正確に表示される。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有低] 実在性（E）リスク：架空仕入に対応する架空買掛金の計上、または既払・相殺済債務の二重計上により買掛金が過大計上される。〔E・RO・・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	未計上債務のサーチ（Search for unrecorded liabilities）
	監査人が、買掛金の網羅性を検証する中心手続として、期末日後一定期間（翌期1～2か月）の支払（出金）・受領請求書・期後検収/入庫記録・GR/IR（入庫未請求）残高を網羅的に閲覧し、当期に帰属すべき債務が期末買掛金に計上されているか（または未払費用等で適切に計上されているか）を確認する。期後支払のうち当期役務提供・物品検収に係るものを抽出し、計上期を検証。GR/IR勘定の期末残高内訳を全件分析し滞留・未費用化を精査する。
	・C・・CO・
	期後支払一覧（当座照合表）、後続到着の仕入先請求書、検収記録、GR/IR明細、契約・納品書／母集団＝期後の出金明細・後続請求書・GR/IR明細・期後検収記録。金額上位は全件、その他は閾値超過分を抽出（例40～60件）。GR/IR残は全件レビュー。

	実証手続
	買掛金残高確認（残高確認状の発送）
	監査人が、主要仕入先に対し買掛金残高確認状を発送（積極的確認、必要に応じゼロ残高・取引高ベースの確認も併用）し、回答と帳簿残高を突合する。差異は仕入計上の期ずれ・支払の未達・値引未処理等の調整項目を精査し原因を特定。回答が得られない先は代替手続（期後支払・請求書突合）を実施。網羅性重視のため、残高の大きい先のみでなく取引高が大きく期末残高が小さい/ゼロの先も選定して計上漏れを捕捉する。
	ECROV・・
	確認状回答、仕入先元帳、調整明細（reconciling items）、期後支払証憑／母集団＝期末仕入先別買掛金残高（および年間取引高上位の仕入先）。残高上位＋取引高上位で残高僅少先を補完し、20～40先を選定。

	実証手続
	買掛金補助元帳と総勘定元帳の整合・残高明細精査
	監査人が、仕入先別買掛金補助元帳の合計と総勘定元帳残高の一致を確かめ、期末残高明細の借方残（マイナス）・長期滞留・取引のない先の残高・端数のない異常残高を抽出して内容を検討する。借方残は前払・過払・二重支払の有無を、滞留残は支払漏れ・債務確定の妥当性（時効・債務免除の要否、表示組替）を検討する。
	EC・V・PD
	買掛金補助元帳、年齢調べ表（エイジング）、滞留・借方残の内容説明資料／母集団＝仕入先別残高明細。借方残・滞留（一定月数超）・異常残高を全件抽出して精査。

	実証手続
	外貨建買掛金の期末換算の再計算
	監査人が、外貨建買掛金について、期末残高を決算日の直物為替相場で換算しているかを確かめ、換算額・為替差損益を再計算し帳簿と突合する。適用レートの出典（公表相場）を確認し、換算差額の損益計上が会計方針（外貨建取引等会計処理基準）に準拠しているか検証する。
	・・・V・・
	外貨建残高明細、決算日為替相場の出典資料、換算計算ワークシート、為替差損益計上明細／母集団＝外貨建買掛金残高（通貨別）。通貨別・残高上位を抽出して再計算、合計の換算差額を検証。

	分析的手続
	仕入債務回転期間・買掛金趨勢分析
	監査人が、買掛金回転期間（買掛金÷仕入×日数）および仕入対買掛金比率を前期・予算と比較し、回転期間の異常な短縮（債務の過少計上＝網羅性の懸念）や延長（支払遅延・資金繰り懸念）を分析する。仕入の趨勢と買掛金残高の整合、主要仕入先別残高の前年同月比較で増減の合理性を検討する。
	EC・V・・
	回転期間分析表、仕入先別残高推移、月次買掛金推移／母集団＝月次・年次の買掛金残高と仕入高。全社・主要仕入先別の趨勢を分析し閾値超過を深掘り。


監査結論：未計上債務サーチ、残高確認、補助元帳整合、外貨換算の再計算および回転期間分析の結果、買掛金は、網羅性・実在性・評価・期間配分・権利義務の各アサーションにおいて、すべての重要な点で適正に表示されていると認められる。簿外の仕入債務（未計上買掛金）は検出されず、外貨換算・値引控除も適切である。
支払手形（流動負債（貸借対照表）） ★重要勘定　主要アサーション ECROV・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 網羅性（C）リスク：期末日近辺に振り出した支払手形が手形記入帳・支払手形勘定に計上漏れとなり、負債が過少表示される。手形ジャンプ（書替）に伴う旧手形の消込・新手形計上の処理漏れ。〔・C・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 実在性・正確性（E・V）リスク：決済済手形の消込漏れによる二重計上、または振出済手形の未記帳。手形金額・満期・受取人の記帳誤り。〔E・・V・・〕
・[不正・固有中] 表示・開示（PD）リスク：割引手形・裏書譲渡手形（遡求義務を負う偶発債務）の注記漏れ、設備支払手形と営業支払手形（流動・固定、営業外）の区分・組替誤り。融通手形（実態のない手形）による粉飾。〔・C・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	手形記入帳と支払手形勘定・銀行決済の照合
	監査人が、支払手形記入帳（振出・満期・受取人・金額・決済状況）と支払手形勘定残高の一致を確かめ、期末未決済手形の一件別明細を作成。期末残高を構成する個々の手形について、満期・金額・振出先を証憑（手形控・支払案内）と突合し、期後の銀行口座からの決済（当座照合表）で実在性と消込の正確性を検証する。決済済手形が残高に残っていないか（二重計上）も確認。
	EC・V・・
	支払手形記入帳、手形控、当座勘定照合表、期後決済記録（銀行明細）／母集団＝期末未決済手形の一件別明細。残高上位＋満期が期末直後のものを重点に抽出（または全件）。期後決済は出金明細と全件照合。

	実証手続
	支払手形のカットオフ・連続性テスト
	監査人が、期末日前後に振り出した手形について、振出日・原因取引（仕入計上・設備取得）の検収日と手形計上期を突合し、正しい期間に計上されているか確認する。手形帳の連番・記入帳の連続性を確かめ、番号の飛びがないか（簿外手形の有無）を検証。買掛金から支払手形への振替（決済）が適切な期に行われているかも確認。
	EC・・CO・
	手形記入帳、手形帳（連番）、原因取引の検収・請求証憑、買掛金振替仕訳／母集団＝期末前後の手形振出記録。期末直近の振出を中心に抽出、手形帳の連番を全件確認。

	実証手続
	割引・裏書譲渡手形（偶発債務）の検証と表示・開示の検討
	監査人が、受取手形の割引・裏書譲渡の有無を確かめ（手形記入帳・銀行取引・残高確認）、遡求義務に係る偶発債務として注記が適切になされているかを検討する。あわせて支払手形について、営業取引に基づく支払手形と設備等購入に係る設備関係支払手形（営業外支払手形・固定/流動区分）の区分表示が財務諸表等規則に準拠しているか、融通手形（実態のない手形）が混入していないかを確認する。
	・CRO・・PD
	割引・裏書手形明細、銀行残高確認状（割引手形の遡求義務）、設備購入契約、注記ドラフト／母集団＝割引・裏書手形明細および設備関係支払手形明細。全件レビュー。

	分析的手続
	支払手形残高・手形支払依存度の趨勢分析
	監査人が、支払手形残高および仕入に占める手形決済割合の推移を前期と比較し、手形債務の急増（資金繰り悪化・支払条件変更）や異常な変動を分析する。買掛金から支払手形への振替状況とあわせて検討する。
	EC・・・・
	支払手形残高推移、手形決済割合分析／母集団＝月次・年次の支払手形残高と仕入高。趨勢分析し異常を深掘り。


監査結論：手形記入帳との照合・期後決済の突合、カットオフ・連続性テスト、割引/裏書手形の偶発債務と区分表示の検討の結果、支払手形は、実在性・網羅性・評価・表示開示・権利義務の各アサーションにおいて、すべての重要な点で適正に表示されていると認められる。簿外手形・二重計上・偶発債務の注記漏れは検出されなかった。
未払金・未払費用（流動負債（貸借対照表）） ★重要勘定　主要アサーション EC・VCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 網羅性・期間配分（C・CO）リスク：当期に役務提供・債務が発生したが請求書未達・見積要のため未払費用が計上されず、費用・負債が過少表示される（経過勘定の計上漏れ）。製造業では外注加工費、水道光熱費、修繕費、運送費、賞与（製造部門人件費）、社会保険料、リース料等の期間対応見積りが多く、見積りの網羅性・正確性に固有リスクがある。〔・C・VCO・〕
・[不正・固有中] 網羅性（C）の不正リスク：利益捻出のため、未払費用（賞与・外注費・販促費等）の計上を意図的に過少にし、費用・負債を繰延べる不正。見積要素を含む未払費用は経営者の意図が入りやすく、過少計上の方向で識別。〔・C・VCO・〕
・[誤謬・固有中] 評価（V）リスク：賞与・ポイント・割戻等の見積計算の誤り、設備購入未払金（固定資産取得の未払）の金額誤り、外貨建未払金の換算誤りにより残高が不正確となる。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有低] 表示（PD）リスク：未払金・未払費用と買掛金（営業仕入債務）、未払法人税等・前受金等の科目区分誤り、設備未払金など営業外項目の区分・組替誤り。〔・・・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	経過勘定（未払費用）の網羅性検証・期後支払サーチ
	監査人が、未払費用に計上すべき費目（外注加工費・水道光熱費・運送費・修繕費・保守料・賃借料・支払利息・社会保険料等）を網羅的にリストアップし、前期計上項目との比較・期後支払のレビューにより当期未計上項目がないかを検証する。期後一定期間の支払・到着請求書から、当期役務提供分（経過按分すべきもの）を抽出し計上の有無・按分計算を確認。継続的役務は契約・検針票・実績から月割で再計算する。
	・C・VCO・
	前期末未払費用明細、期後支払一覧、後続請求書、検針票・契約書、按分計算資料／母集団＝前期未払費用項目一覧＋期後支払明細＋継続契約一覧。前期計上費目は全件カバー、期後支払は閾値超過分を抽出（例30～40件）。

	実証手続
	賞与・労務関連未払費用の再計算
	監査人が、賞与引当/未払賞与、未払社会保険料（会社負担分）、未払残業代等について、支給対象期間に対応する当期負担分を算定基礎（支給見込額、対象期間月数、料率）から再計算し、帳簿計上額と突合する。製造部門人件費は製造原価・棚卸資産への配賦と整合するか確認する。
	・C・VCO・
	賞与支給規程・支給見込資料、給与データ、社会保険料率・算定基礎、計算ワークシート／母集団＝賞与・社会保険料等の未払計算。算定基礎全体を再計算。

	実証手続
	未払金の証憑突合・残高明細精査
	監査人が、未払金（設備購入未払・経費未払等）の残高明細を入手し、個別計上の根拠（請求書・契約・検収）と突合して実在性・正確性を検証する。とくに固定資産取得に係る設備未払金は、取得資産の計上・検収と整合するか、期後支払で裏付けられるかを確認する。長期滞留・内容不明の未払金は内容を精査する。
	EC・V・・
	未払金明細、請求書・契約書・検収記録、固定資産取得証憑、期後支払記録／母集団＝未払金残高明細。残高上位・設備未払・滞留分を抽出（例20～30件、上位は全件）。

	実証手続
	科目分類・表示の検討（買掛金/未払金/未払費用/その他の区分）
	監査人が、買掛金（営業仕入債務）・未払金（仕入以外の確定債務）・未払費用（経過勘定）・未払法人税等・前受金等の科目区分が財務諸表等規則および会社の会計方針に準拠して適切に分類されているかを検討し、設備未払金等の営業外項目の組替、流動/固定区分の妥当性を確認する。
	・・・・・PD
	科目別残高内訳、勘定科目分類方針、財務諸表ドラフト・注記／母集団＝期末未払系科目の残高内訳。各科目の主要構成項目を全件レビュー。

	分析的手続
	未払費用・未払金の前期比較・対費用比率分析
	監査人が、未払費用・未払金の費目別残高を前期末と比較し、関連費用（外注費・光熱費・人件費等）の年間発生額に対する未払割合の整合性を分析する。前期に計上があり当期に計上がない費目（計上漏れの兆候）、逆に異常に増加した費目を抽出し原因を確かめる。
	・C・V・・
	費目別未払残高比較表、関連費用年間額、増減要因説明／母集団＝費目別未払残高（当期/前期）。費目別に全件比較し異常を深掘り。


監査結論：経過勘定の網羅性検証・期後支払サーチ、賞与等の再計算、未払金の証憑突合、科目分類の検討および前期比較分析の結果、未払金・未払費用は、網羅性・評価・期間配分・実在性・表示の各アサーションにおいて、すべての重要な点で適正に表示されていると認められる。経過勘定の計上漏れ（簿外負債）、見積りの著しい偏向、科目区分の誤りは検出されなかった。
原材料（流動資産） ★重要勘定　主要アサーション ECROVCO・
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 実地棚卸に基づく数量が帳簿(継続記録・受払台帳)と乖離し、架空・過大計上または計上漏れが生じるリスク。製造業では入出庫が多頻度・多品種で、現品管理が複雑なため数量誤りが発生しやすい(実在性・網羅性)。〔EC・・・・〕
・[誤謬・固有中] 原材料の取得原価(購入代価＋付随費用)の算定誤り、または評価方法(総平均法/移動平均法/先入先出法等)の不適切な適用・継続性の欠如により単価が過大計上されるリスク。輸入材の為替・運賃・関税等の付随費用配賦誤りを含む(評価の妥当性)。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 期末日近辺の仕入(受入)について、検収基準と計上時期が一致せず、在庫の計上時期と仕入債務の計上時期がずれるカットオフ誤り。期末直前の未着品・預け在庫・預り在庫の取扱い誤りを含む(期間配分)。〔・・・・CO・〕
・[不正・固有高] 利益捻出・原価圧縮目的で、長期滞留・陳腐化した原材料を簿価のまま据え置く、あるいは架空在庫の計上・水増しにより資産・利益を過大表示する不正リスク。原材料は数量・単価の操作余地が大きく、棚卸資産は不正による重要な虚偽表示リスクが高い領域とされる(実在性・評価)。〔E・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 委託加工・外注先への預け在庫(他社保管在庫)について、自社所有分の網羅的計上漏れ、または他社所有分(預り在庫)の自社在庫への誤混入により権利の帰属を誤るリスク(権利と義務の帰属)。〔・CRO・・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	統制テスト
	受払管理・在庫計上に係る内部統制の評価
	原材料の受入(検収)・払出(製造現場への出庫)・継続記録の更新に係る統制を理解し、ウォークスルーで業務記述書・フローチャートと整合を確認。検収印・受払台帳への記録・在庫システムへの自動連携等のキーコントロールについて、母集団(期中の受入・払出取引)から25件を抽出し、検収書・出庫伝票と記録の整合を検証する。
	EC・・CO・
	業務記述書、フローチャート、検収書、出庫伝票、在庫システムの受払履歴、統制テスト結果／母集団=期中の原材料受入・払出取引。属性サンプリングで25件(統制依拠する場合)を無作為抽出。

	実証手続
	実地棚卸の立会
	期末日(または近接日)の実地棚卸に立会し、(1)棚卸手続(カウント手順・タグ管理・締切手続)の妥当性を観察、(2)監査人自らテストカウントを実施。帳簿→現品(実在性)方向で主要・高額品目を抽出して現品数量を確認し、現品→帳簿(網羅性)方向で現場から無作為抽出した品目が継続記録に計上されているかを確認。滞留・破損・陳腐化の兆候(粉塵堆積・錆・破損表示)を観察し評価減手続に連携。期末日と立会日が異なる場合はロールフォワード/バック手続で期末数量を検証。
	EC・V・・
	棚卸立会調書、テストカウント記録(双方向)、棚卸要領、カウントタグ管理表、最終棚卸集計表、滞留品観察メモ／母集団=実地棚卸対象の全原材料品目。金額的重要性の高い品目を網羅的に、その他はランダムにテストカウント(帳簿→現品で高額上位品目＋無作為、現品→帳簿で現場無作為)。

	実証手続
	受払記録と棚卸集計の突合・数量検証
	実地棚卸の最終集計表と継続記録(在庫システム残高)を突合し、棚卸差異の内容・調整の妥当性を検討。期末在庫一覧の数量について、立会時のテストカウント結果と再突合する。
	EC・・・・
	在庫システム期末残高表、棚卸集計表、棚卸差異調整表／母集団=期末原材料品目一覧。差異の生じた品目および金額上位品目を抽出。

	実証手続
	取得原価(単価)の証憑突合・再計算
	期末在庫一覧から金額上位および無作為に品目を抽出し、適用単価を仕入請求書・購入契約と突合(価格の妥当性)。総平均法等の単価計算ロジックを在庫システムの受払データから再計算し、付随費用(運賃・関税・為替)の配賦の妥当性を検証。評価方法が会計方針どおり継続適用されているかを確認。
	・・・V・・
	仕入請求書、購入契約書、輸入関連書類(インボイス・B/L・関税明細)、受払データ、単価計算ワークシート(再計算)／母集団=期末原材料品目一覧(金額)。金額上位品目を網羅的にカバーしつつ、特定項目抽出＋無作為抽出を併用。

	実証手続
	仕入カットオフテスト
	期末日前後(前後5～10営業日)の受入(検収)取引を抽出し、検収書の検収日と在庫計上日・仕入債務計上日の整合を検証。期末日に未着の未検収品が在庫・買掛金に計上されていないか、逆に期末までに検収済の在庫が計上漏れしていないかを双方向で確認。
	EC・・CO・
	検収書、入庫記録、仕入計上仕訳、買掛金計上記録、納品書／母集団=期末日前後一定期間の受入取引。前後期間から各方向で一定件数を抽出(金額基準併用)。

	実証手続
	預け在庫・他社保管在庫の確認
	外注先・倉庫業者等への預け在庫について、保管先への残高確認(在庫確認状)を実施し、自社所有分の網羅的計上と他社所有分(預り在庫)の除外を検証。重要な預け在庫は立会または代替手続を実施。
	ECRO・・・
	在庫確認状(回答)、預け在庫一覧、外注・保管契約書／母集団=社外保管の原材料一覧。金額的に重要な保管先を網羅的に確認。

	分析的手続
	原材料の趨勢・回転期間分析
	原材料残高の前期比較・月次推移、原材料回転期間(=原材料/材料費×期間)を前期・予算・生産計画と比較し、生産量・仕入量との相関で異常変動を識別。品目別の滞留日数を分析し、長期滞留品を評価減手続に連携。単価×数量の品目別ブレークダウンで異常単価・異常数量を抽出。
	EC・V・・
	月次在庫推移表、回転期間分析資料、品目別滞留分析、生産・仕入実績データ／母集団=品目別原材料データ。回転期間・滞留日数の閾値超過品目を異常点として抽出。


監査結論：実地棚卸立会・テストカウント、単価の証憑突合と再計算、カットオフテスト、社外在庫の確認および分析的手続の結果、原材料の数量・単価とも重要な虚偽表示は識別されず、実在性・網羅性・評価・期間配分・権利の帰属の各アサーションについて十分かつ適切な監査証拠を入手した。原材料残高は一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して適正に計上されていると判断する。
仕掛品（流動資産） ★重要勘定　主要アサーション EC・VCO・
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 仕掛品の数量・進捗度(加工進捗率)の把握が困難で、実在性・網羅性に誤りが生じるリスク。仕掛品は現品識別が難しく、工程仕掛りの数量・完成度の見積りに主観が介在する(実在性・網羅性)。〔EC・・・・〕
・[誤謬・固有高] 仕掛品原価の集計(材料費＋労務費＋経費＝製造原価)において、原価計算制度(標準原価/実際原価/総合・個別原価計算)による配賦・按分が不適切で、特に製造間接費の配賦基準・配賦率の誤り、操業度差異・原価差異の不適切な配賦により仕掛品が過大/過少評価されるリスク。進捗度に応じた原価集計の妥当性を含む(評価の妥当性)。〔・・・V・・〕
・[不正・固有高] 原価差異(材料・労務・製造間接費の差異、操業度差異)を意図的に仕掛品・製品に多く配賦して売上原価を圧縮し、利益を捻出する不正リスク。配賦計算が複雑で検証が困難なため、見積り・配賦の操作余地が大きい(評価)。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 期末日の工程の締切(仕掛品から製品への振替、材料の仕掛品への投入)のカットオフ誤りにより、工程間の在庫区分・金額が期ずれするリスク(期間配分)。〔・・・・CO・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	統制テスト
	原価計算プロセスに係る内部統制の評価
	原価計算制度(配賦基準・配賦率の決定、原価差異の把握・配賦、月次原価計算の承認)に係る統制を理解しウォークスルーを実施。配賦率の妥当性レビュー、原価差異分析の上席承認等のキーコントロールの運用状況を、月次原価計算の母集団から複数月を抽出して検証する。
	・・・V・・
	原価計算規程、配賦基準資料、月次原価計算表、原価差異分析資料、承認証跡／母集団=期中の月次原価計算サイクル。複数月(例:四半期ごと等)を抽出。

	実証手続
	実地棚卸の立会(仕掛品)
	実地棚卸に立会し、各工程に滞留する仕掛品の数量・工程(進捗段階)の把握方法を観察。工程別の仕掛り数量についてテストカウントを行い、進捗度(加工進捗率)の見積根拠(工程管理票・作業日報)を現場で確認。識別困難な仕掛品については工程管理記録との整合で実在性・網羅性を検証。滞留・不良仕掛品の有無を観察。
	EC・V・・
	棚卸立会調書、工程別仕掛品カウント記録、工程管理票、作業日報、進捗度確認メモ／母集団=各工程の仕掛品。工程別に主要・高額の仕掛りロットを抽出してテストカウント・進捗度確認。

	実証手続
	仕掛品原価の構成要素の再計算・証憑突合
	期末仕掛品の評価額を構成する材料費・労務費・製造間接費(経費)について、(1)材料費は投入数量×単価を受払・単価データと突合、(2)労務費は作業時間×賃率を作業日報・賃金台帳と突合、(3)製造間接費は配賦基準(機械稼働時間・直接作業時間等)×配賦率で再計算。標準原価採用時は原価差異の配賦計算の妥当性を再計算で検証。進捗度に応じた原価集計の妥当性を検討。
	・・・V・・
	原価計算表、配賦計算ワークシート(再計算)、材料受払データ、作業日報、賃金台帳、製造間接費明細、原価差異分析資料／母集団=期末仕掛品ロット(製造指図書)一覧。金額上位の指図書を網羅的にカバーし、その他を無作為抽出。

	実証手続
	原価差異の分析と配賦の妥当性検討
	材料消費・賃率・能率・操業度などの原価差異の発生額と内容を把握し、差異の期末在庫(仕掛品・製品)と売上原価への配賦が合理的か(比例配賦・売上原価加減算)を会計基準(原価計算基準)に照らして検討。差異が異常に大きい場合や配賦が利益操作に資する方向に偏っていないかを批判的に評価(不正リスク対応)。
	・・・V・・
	原価差異分析表、差異配賦計算書、原価計算基準との整合メモ／母集団=期中に発生した原価差異全体。差異項目別に金額的重要性で抽出。

	実証手続
	工程間振替のカットオフテスト
	期末日前後の(1)材料→仕掛品の投入、(2)仕掛品→製品の完成振替について、製造指図書の完了日・工程記録と振替計上日を突合し、工程間の在庫区分・金額が適切な期間に帰属しているかを双方向で検証。
	・・・・CO・
	製造指図書、完成報告書、工程振替伝票、振替仕訳／母集団=期末日前後一定期間の工程振替取引。各方向で一定件数を抽出。

	分析的手続
	仕掛品の趨勢・原価率分析
	仕掛品残高の前期比・月次推移、製造リードタイム・生産量との相関を分析。製造原価率・原価構成比(材料費率・労務費率・経費率)の期間比較で異常変動を識別し、配賦の偏りや原価差異の在庫への過大配賦の兆候を検出。仕掛品回転期間の異常を滞留・評価減手続に連携。
	E・・V・・
	月次仕掛品推移、原価構成比較表、原価率分析資料、生産量データ／母集団=月次・工程別の原価データ。原価率・構成比の閾値超過月・工程を異常点として抽出。


監査結論：原価計算プロセスの統制評価、立会によるテストカウントと進捗度確認、原価構成要素の再計算・証憑突合、原価差異配賦の妥当性検討、工程間カットオフおよび分析的手続の結果、仕掛品の数量・進捗度および原価集計・配賦に重要な虚偽表示は識別されなかった。実在性・網羅性・評価・期間配分の各アサーションについて十分かつ適切な監査証拠を入手し、仕掛品残高は会計基準に準拠して適正に計上されていると判断する。
製品（流動資産） ★重要勘定　主要アサーション EC・VCO・
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 製品の数量が実地棚卸数量と継続記録で乖離し、架空・過大計上または計上漏れが生じるリスク。出荷頻度が高く、期末出荷分の在庫・売上の整合管理が複雑(実在性・網羅性)。〔EC・・・・〕
・[誤謬・固有中] 完成品原価(材料費＋労務費＋製造間接費)の集計・単価算定が不適切で、原価差異の配賦誤りを含めて製品が過大/過少評価されるリスク。仕掛品からの完成振替単価の妥当性を含む(評価の妥当性)。〔・・・V・・〕
・[不正・固有高] 売上のカットオフと連動し、期末出荷済(出荷基準では売上計上済)の製品が在庫に二重計上される、または未出荷品が売上計上され在庫から落とされるカットオフ誤りのリスク。製造業の収益認識(出荷基準/検収基準)と在庫の整合(期間配分)。〔E・・・CO・〕
・[不正・固有高] 期末在庫の水増し(架空製品計上)や、滞留・販売不振製品を簿価据置きにすることで売上原価を圧縮し利益を過大表示する不正リスク。製品は売上原価と直結し、利益調整の手段となりやすい(実在性・評価)。〔E・・V・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	実地棚卸の立会(製品)
	製品倉庫の実地棚卸に立会し、棚卸手続・出荷停止(締切)手続を観察。帳簿→現品方向で高額・主要製品をテストカウントし(実在性)、現品→帳簿方向で現場無作為抽出品が継続記録に計上されているかを確認(網羅性)。滞留・販売不振・破損製品の有無を観察し評価減に連携。期末日と立会日が異なる場合はロールフォワードで期末数量を検証。出荷ヤード・出荷待ち製品の区分を確認(カットオフ連携)。
	EC・VCO・
	棚卸立会調書、双方向テストカウント記録、棚卸要領、最終集計表、滞留品観察メモ、出荷締切記録／母集団=製品全品目。金額上位を網羅、その他を無作為抽出して双方向テストカウント。

	実証手続
	製品単価(完成品原価)の再計算・突合
	期末製品一覧から金額上位・無作為に品目を抽出し、製品単価を原価計算表・完成振替記録と突合。総合原価計算/個別原価計算による完成品単価の算定を再計算し、原価差異の配賦反映後の単価の妥当性を検証。評価方法(総平均法等)の継続適用を確認。
	・・・V・・
	製品別原価計算表、完成振替記録、原価差異配賦資料、単価計算ワークシート(再計算)／母集団=期末製品品目一覧(金額)。金額上位を網羅＋無作為抽出。

	実証手続
	売上・出荷カットオフテスト(在庫連動)
	期末日前後の出荷取引を抽出し、出荷記録(出荷指図・配送伝票)の出荷日と売上計上日・在庫払出日の三者整合を検証。(1)期末までに出荷・売上計上済の製品が在庫から落とされているか(二重計上防止)、(2)期末未出荷の製品が売上計上されず在庫に残っているか、を双方向で確認。収益認識基準(出荷/検収)との整合を検討。不正リスク対応として、期末直前の異常な大口出荷・期初の返品(押し込み販売の兆候)を精査。
	EC・・CO・
	出荷指図書、配送伝票(物流業者控)、売上計上仕訳、在庫払出記録、期初返品データ／母集団=期末日前後一定期間の出荷・売上取引および期初一定期間の返品。各方向で金額基準併用で抽出。

	実証手続
	完成振替のカットオフ・連続性検証
	仕掛品→製品の完成振替について、製造完了報告と振替計上日の整合を期末前後で検証し、仕掛品と製品の区分が正しいことを確認。製品受払記録の連続性(入庫=完成振替、出庫=出荷)を検証。
	・C・・CO・
	完成報告書、完成振替伝票、製品受払台帳／母集団=期末前後の完成振替取引。一定件数を抽出。

	分析的手続
	製品の趨勢・回転期間・粗利分析
	製品残高の前期比・月次推移、製品回転期間(=製品/売上原価×期間)、品目別売上総利益率を前期・予算と比較。回転期間の長期化や粗利率の異常変動から滞留・評価減の兆候、原価集計・カットオフ誤りを識別。製品別の販売数量・在庫数量の相関で過剰在庫・滞留を抽出し評価減手続に連携。
	E・・V・・
	月次製品推移表、回転期間分析、品目別粗利率分析、販売実績データ／母集団=品目別製品データ。回転期間・粗利率の閾値超過品目を異常点として抽出。


監査結論：立会による双方向テストカウント、製品単価の再計算、売上・出荷・完成振替のカットオフテストおよび分析的手続の結果、製品の数量・単価ならびに期間帰属に重要な虚偽表示は識別されなかった(押し込み販売・二重計上の兆候も認められない)。実在性・網羅性・評価・期間配分の各アサーションについて十分かつ適切な監査証拠を入手し、製品残高は会計基準に準拠して適正に計上されていると判断する。
棚卸資産の評価(評価減)（流動資産） ★重要勘定　主要アサーション ・・・V・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 「棚卸資産の評価に関する会計基準」に基づく収益性の低下(正味売却価額が取得原価を下回る場合)による簿価切下げが網羅的・適時に実施されず、評価損計上不足により棚卸資産が過大計上されるリスク。正味売却価額(売価-見積追加製造原価-見積販売直接経費)の見積りに不確実性が高い(評価の妥当性)。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有高] 長期滞留・陳腐化・品質低下品に対する規則的評価減(滞留期間別の切下率等の社内ルール)が、根拠なく緩和・未適用とされ、または滞留判定の母集団が恣意的に限定されることで評価損が過少計上されるリスク。製造業特有の旧モデル製品・特注品・陳腐化材料の滞留判定を含む(評価)。〔・・・V・・〕
・[不正・固有高] 経営者が利益目標達成のため、正味売却価額の見積り(将来販売見込・売価)を楽観的に操作し、または滞留区分・評価減ルールを意図的に変更して評価損を繰り延べる(利益捻出する)不正リスク。評価の見積りは経営者バイアスが入りやすく、不正による虚偽表示リスクが高い領域(評価)。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 評価損の損益計算書上の表示区分(売上原価/特別損失)および簿価切下げ・洗替え/切放しの方法、重要性ある場合の注記が会計基準・財務諸表等規則に準拠せず、表示・開示が不適切となるリスク(表示の妥当性)。〔・・・・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	統制テスト
	評価減算定プロセスに係る内部統制の評価
	滞留・陳腐化品の識別(滞留期間別レポートの作成)、正味売却価額の見積り、評価減の計算・承認に係る統制を理解しウォークスルーで確認。滞留判定ルールの一貫適用、見積りの上席レビュー・承認のキーコントロールの運用を検証する。
	・・・V・・
	評価減算定規程、滞留分析レポート、評価減計算書、承認証跡／母集団=評価減算定に係る承認サイクル。期末算定および期中の主要算定を抽出。

	実証手続
	滞留・陳腐化在庫の網羅性検証(滞留分析)
	在庫受払データから最終出庫日/最終受入日を基礎に監査人独自に滞留期間別の在庫一覧を作成し、会社の滞留分析・評価減対象一覧と突合して評価減対象の網羅性を検証。立会時に観察した滞留・破損・陳腐化品が評価減対象に含まれているか、生産中止品・旧モデル品・需要喪失品(販売部門ヒアリング・受注残データ)が反映されているかを確認。会社が評価減不要とした滞留品について反証(事後の販売・消費実績)を入手。
	・・・V・・
	監査人作成の滞留期間別在庫一覧、会社の滞留分析、受払データ、受注残・販売計画、生産中止品リスト、立会時観察メモ／母集団=全在庫品目(滞留区分)。長期滞留・陳腐化兆候のある品目を網羅的に抽出し評価減要否を検討。

	実証手続
	正味売却価額(NRV)の検証・評価減の再計算
	評価減対象品目について、正味売却価額(売価-見積追加製造原価-見積販売直接経費)の見積りを検証。売価を期末前後の実際販売価格・直近受注価格・確定販売契約と突合(製品)、原材料・仕掛品は再調達原価または最終製品のNRVから逆算した正味売却価額と比較。NRVと取得原価(簿価)を比較し簿価切下額を再計算し、会社計上額と照合。事後判明事象(期末後の実際販売価格)による見積りの合理性を検証。
	・・・V・・
	販売価格データ・直近受注、確定販売契約、追加製造原価・販売経費見積資料、NRV算定・評価減再計算ワークシート、期末後販売実績／母集団=評価減対象および収益性低下の兆候がある品目。金額上位を網羅＋無作為抽出。

	実証手続
	会計方針・見積りの継続性と経営者バイアスの評価
	評価減ルール(滞留期間別切下率)・正味売却価額の見積方法・洗替法/切放法の選択が前期から継続適用されているかを確認。前期計上の評価減と当期実績(実際の販売・処分結果)を比較する見積りの事後検証(retrospective review)を実施し、経営者の見積りに系統的バイアス(過大/過少傾向)がないかを批判的に評価。会計方針変更がある場合は正当な理由と影響額の妥当性を検討(不正リスク対応)。
	・・・V・・
	会計方針・評価減規程、前期評価減資料、当期処分・販売実績、見積り事後検証ワークシート／母集団=前期計上の評価減・滞留判定。重要な見積項目を抽出して事後検証。

	実証手続
	評価損の表示区分・開示の検討
	評価損(簿価切下額)の損益計算書上の表示区分(原則:売上原価、臨時かつ多額の場合:特別損失)の妥当性、洗替法/切放法の継続性、棚卸資産の貸借対照表上の表示(切下後簿価)を検証。財務諸表等規則・会計基準に基づく注記(評価方法、重要な会計上の見積り)の網羅性・適切性を確認。
	・・・V・PD
	損益計算書・貸借対照表、評価損計上区分資料、注記ドラフト、財規・会計基準チェックリスト／母集団=評価損計上額および関連注記。全体を対象に表示・開示の準拠性を検討。

	分析的手続
	評価減率・滞留比率の趨勢分析
	棚卸資産に対する評価減計上率、滞留在庫比率、在庫回転期間の前期比較・予算比較を実施。回転期間の長期化や粗利率低下にもかかわらず評価減率が低下している等の不整合(評価損繰延べの兆候)を異常点として識別し、追加手続に連携。
	・・・V・・
	評価減率推移表、滞留比率分析、回転期間・粗利率分析／母集団=期間別・区分別の在庫・評価減データ。指標の不整合・閾値超過を異常点として抽出。


監査結論：評価減算定プロセスの統制評価、独自の滞留分析による評価減対象の網羅性検証、正味売却価額の検証と評価減の再計算、見積りの事後検証による経営者バイアス評価、表示・開示の検討および分析的手続の結果、収益性の低下に基づく簿価切下げは網羅的かつ適時に実施され、正味売却価額の見積りは合理的であり、評価損の表示・開示も会計基準および財務諸表等規則に準拠していると判断する。評価(V)および表示(PD)の各アサーションについて十分かつ適切な監査証拠を入手し、棚卸資産の評価減は適正と判断する。
有形固定資産・減価償却累計額（生産設備中心）（固定資産（有形固定資産）） ★重要勘定　主要アサーション E・ROVCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 資本的支出と収益的支出（修繕費）の区分誤り。製造業の生産設備では大型修繕・更新投資が頻発し、本来費用処理すべき支出を資産計上して当期利益を過大計上する（または逆に資産計上すべき支出を費用処理する）リスク。取得原価の構成要素（付随費用・据付費・試運転費・資産除去債務の資産計上額）の集計誤りも含む。〔E・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 減価償却の見積要素（耐用年数・残存価額・償却方法）の不適切性による評価の誤り。陳腐化・稼働状況の変化を反映せず耐用年数を過大に設定し減価償却費を過少計上する、または除却済・遊休の設備を償却・帳簿に残置し実在しない資産が計上されるリスク。〔E・・V・・〕
・[不正・固有中] 不正リスク：期末近辺で実在しない設備投資（架空のCIP=建設仮勘定・架空ベンダーへの設備発注）を計上し費用を資産化して利益を捻出する、または経営者が利益目標達成のため修繕費を恣意的に資産計上する経営者による内部統制の無効化。建設仮勘定の本勘定振替の遅延による減価償却費の過少計上も利益操作の手段となる。〔E・・VCO・〕
・[誤謬・固有中] 期末日前後の取得・除売却のカットオフ誤り。検収・供用開始日と異なる時点で資産計上または除却処理を行い、当期/翌期の帰属を誤るリスク。固定資産売却損益の計上時期誤り。〔E・・・CO・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	分析的手続
	減価償却費のオーバーオール・テスト（独立的見積り）
	監査人が、資産クラス別の期首・期末帳簿価額（取得原価）の平均残高に、過年度実績または法定耐用年数から導いた平均償却率を乗じて減価償却費の期待値を独立に算定し、計上額と比較する。資産クラス別（建物・機械装置・工具器具備品）・事業所別に区分して実施し、差異の許容範囲（例：閾値を重要性基準値の一定割合）を超える乖離があれば、新規取得・除却・耐用年数変更・遊休資産の影響に分解して原因を究明する。
	・C・V・・
	固定資産台帳（資産クラス別集計）、減価償却費明細、過年度減価償却率の推移表、監査人作成の期待値算定ワークシート／全資産クラスを母集団としたオーバーオール（全体）テスト。サンプリングではなく集計レベルでの予測値比較。

	分析的手続
	趨勢分析・回転期間分析（設備投資と稼働の整合性）
	有形固定資産残高・設備投資額（CAPEX）・減価償却費・修繕費の対前期・複数期間趨勢を分析し、有形固定資産回転率（売上高÷有形固定資産）、設備投資対減価償却比率、修繕費対固定資産比率の異常変動を識別する。生産能力・生産数量・稼働率データと設備投資の整合性を検討し、生産は横ばいなのにCAPEXが急増する等の異常点を抽出する。
	EC・V・・
	複数期間の財務数値、設備投資計画書・実績、生産数量/稼働率データ、修繕費明細／勘定残高・主要比率の全体分析。異常点があれば個別取引へ深度化。

	統制テスト
	設備投資（CAPEX）承認・資産計上統制の運用評価
	設備投資の稟議・予算承認（CAPEX authorization）、発注～検収～固定資産台帳登録、資本的支出/収益的支出の区分判定、除売却の承認という業務プロセスについて、整備状況をウォークスルーで確認し、承認権限規程に沿った承認証跡・検収証跡・台帳登録の証跡を一定期間から抽出して運用テストする。区分判定基準（資本化方針）が文書化され一貫適用されているかを評価する。
	E・ROVCO・
	投資稟議書・取締役会/投資委員会議事録、検収書、固定資産台帳登録記録、資本化方針文書、職務分掌・権限規程／年間のCAPEX承認・台帳登録母集団から、属性サンプリング（運用評価の標準サンプル件数、例：日次統制で25件目安）で抽出。

	実証手続
	取得（増加）の証憑突合（取得原価・実在性・権利）
	当期の固定資産増加額の母集団から、金額的に重要な項目を悉皆（特定項目抽出）、残余をMUS/無作為抽出して、投資稟議書・購入契約書・ベンダー請求書・検収書・据付/試運転記録・支払記録・所有権移転を裏付ける証憑（不動産は登記事項証明書）まで突合する。取得原価に含めるべき付随費用（運搬・据付・試運転費）の網羅性と、含めるべきでない費用の混入の有無を検証し、資本的支出/収益的支出の区分の妥当性を再判定する。
	E・ROV・・
	投資稟議書、購入契約・注文書、ベンダー請求書、検収書、据付・試運転記録、支払証憑、不動産登記事項証明書／母集団＝当期取得明細。閾値（重要性基準値の一定割合）超は悉皆。残部はMUS（金額加重）でカバレッジを確保。

	実証手続
	建設仮勘定（CIP）の検証と本勘定振替・供用開始の検討
	建設仮勘定の期末残高明細を入手し、各プロジェクトの工事契約・出来高報告・支払記録と突合して実在性を検証。長期滞留しているCIP（一定期間振替がない案件）を抽出し、既に供用開始しているにもかかわらず本勘定へ未振替で減価償却が開始されていない案件がないかを工事進捗・稼働状況証跡で確かめる。架空ベンダー・関連当事者宛発注の有無を検討する。
	E・・VCO・
	CIP残高明細、工事請負契約、出来高・進捗報告、検収/供用開始証跡、支払記録、ベンダーマスタ／CIP全件をリスト化し、金額上位・長期滞留案件を悉皆。新規ベンダーは別途精査。

	実証手続
	減価償却の再計算と耐用年数・方法の妥当性検討
	資産クラス別・主要資産別に、取得原価・取得日（供用開始日）・耐用年数・償却方法・残存価額を固定資産台帳から取り、監査人が独立に当期減価償却費を再計算して計上額と突合する。耐用年数が法定耐用年数・経済的耐用年数・実際の稼働実態と整合するか、償却方法・耐用年数の変更があれば会計上の見積りの変更として適切に処理されているかを検討する。期中取得・除却の月割計算の正確性も確かめる。
	・・・VCO・
	固定資産台帳、減価償却計算明細、耐用年数表・社内耐用年数規程、見積変更の根拠資料／資産クラス代表項目＋金額上位資産を抽出して再計算。台帳全体は集計レベルで合計突合。

	実証手続
	現物実査・現物視察（フロアtoシート / シートtoフロア）
	重要な生産設備について実地視察を行い、固定資産台帳から現物（シートtoフロア＝実在性）、現物から台帳（フロアtoシート＝網羅性）の双方向で照合する。管理番号・設置場所・稼働状況を確認し、台帳上は存在するが現物がない（除却漏れ・実在性）、または稼働停止・遊休・物理的損傷がある資産（減損兆候・評価）を識別する。製造現場担当者へ稼働状況をヒアリングする。
	E・・V・・
	現物視察メモ・写真、固定資産台帳、設備管理番号台帳、遊休資産リスト、稼働状況ヒアリング記録／金額重要・主要生産ラインの設備を悉皆的に、その他は事業所別に代表サンプルを抽出。双方向テスト。

	実証手続
	除売却の検証とカットオフテスト
	当期の固定資産除売却明細から重要項目を抽出し、除却稟議・売却契約・引渡（廃棄）証跡・入金記録と突合して、除却損益（簿価と売却価額の差額）の計算と計上時期を検証する。期末日前後（前後一定日数）の除売却・取得について、検収日・引渡日と計上日を比較し、当期/翌期への正しい帰属（カットオフ）を確かめる。除却すべき資産の計上残置（実在性誤り）の有無も検討する。
	E・・VCO・
	除売却稟議、売却契約・廃棄証明、引渡/搬出記録、入金記録、除売却損益計算明細／除売却全明細から金額上位を悉皆。期末前後の取得・除却はカットオフ・サンプルとして別途抽出。

	実証手続
	担保・所有権制限・表示開示の検討（リース区分含む）
	借入金等に対する物的担保（工場財団抵当等）の設定状況を登記・契約・確認状回答と照合し、担保提供資産の注記の網羅性を検討。所有権が当社に帰属するか（所有権留保・割賦・ファイナンス・リースのオンバランス要否）を契約から確認。財規に基づく有形固定資産の区分表示、減価償却累計額の表示方法、圧縮記帳・国庫補助金の注記、設備投資コミットメントの開示の妥当性を検討する。
	・・RO・・PD
	金銭消費貸借・担保契約、登記事項証明書、リース契約、注記ドラフト、財規チェックリスト／重要な担保契約・リース契約を悉皆。注記項目は財規ベースのチェックリストで網羅性確認。


監査結論：有形固定資産（生産設備）について、現物実査・取得/除売却の証憑突合・減価償却の再計算・CIPの検討および減価償却費のオーバーオール・テスト等を実施した結果、期末残高は実在し当社に帰属、取得原価・減価償却の評価は会計基準（企業会計原則・財規）に準拠して適正に計上され、取得・除売却のカットオフおよび表示開示も適切であり、実在性・評価・権利・期間配分・表示の各アサーションについて重要な虚偽表示は認められないと結論付ける。資本的支出/収益的支出の区分および遊休・損傷資産は減損プログラムへ連携する。
無形固定資産（ソフトウェア・特許権・のれん等）（固定資産（無形固定資産）） ★重要勘定　主要アサーション E・・VCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 費用処理すべき支出（研究開発費・自社利用/市場販売目的ソフトウェアの資産化要件を満たさない支出、保守・運用費）を無形固定資産として資産計上し、当期費用を繰延べて利益を過大計上するリスク。自社利用ソフトウェアの「将来の収益獲得または費用削減が確実」要件、市場販売目的ソフトの「最初に製品化された製品マスター」完成時点の判定誤りを含む。〔E・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 償却（耐用年数・方法）の不適切性による評価の誤り。ソフトウェアの利用可能期間（自社利用は原則5年以内）、特許等の経済的耐用年数、のれんの償却期間（20年以内の合理的期間）の見積りが過大で償却費を過少計上するリスク。利用されていない・陳腐化したソフトウェアの資産残置。〔・・・V・・〕
・[不正・固有中] 不正リスク：開発費・人件費を恣意的に資産化対象（仕掛ソフトウェア）に付替えて費用を圧縮する、または架空の無形資産（実体のないライセンス・ソフトウェア）を計上する経営者による利益操作。資産化開始時点・完成時点を恣意的に操作するリスク。〔E・・VCO・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	分析的手続
	趨勢分析・償却費オーバーオールおよび資産化率分析
	無形固定資産残高・取得額・償却費の趨勢分析を行い、無形固定資産の平均残高に資産種類別償却率を乗じた償却費の期待値を独立に算定して計上額と比較する。研究開発費総額に占めるソフトウェア資産化額の割合（資産化率）の対前期・対業界の異常変動、人件費総額と仕掛ソフトウェアへの振替額の関係を分析し、費用の過大資産化の兆候を抽出する。
	EC・V・・
	無形固定資産明細、償却費明細、研究開発費明細、人件費配賦データ、複数期間趨勢表、監査人の償却費期待値算定／資産種類別の全体（オーバーオール）分析。異常値は個別取引へ深度化。

	実証手続
	取得・資産化支出の証憑突合と資産化要件の検討
	当期の無形固定資産増加（ソフトウェア・特許・ライセンス等）の母集団から重要項目を抽出し、購入契約・請求書・開発委託契約・出来高/検収・社内工数集計（タイムシート）・支払記録まで突合する。自社利用ソフトウェアは「将来の収益獲得または費用削減が確実」という資産化要件を稟議・投資効果資料で確認し、市場販売目的ソフトは製品マスター完成までの研究開発費と完成後の資産化部分の区分を検討。資産化された人件費・外注費の集計根拠（工数配賦の合理性）を検証する。
	E・・V・・
	購入/開発委託契約、請求書、検収書、社内工数集計・タイムシート、投資効果稟議、支払記録／母集団＝当期資産化額明細。金額重要項目は悉皆、残部はMUS抽出。仕掛ソフトの工数配賦を別途精査。

	実証手続
	償却の再計算と耐用年数・利用状況の検討
	資産種類別に取得原価・利用開始日・耐用年数・償却方法を台帳から取り、監査人が当期償却費を独立に再計算して計上額と突合する。自社利用ソフトの利用可能期間（原則5年以内）、特許等の残存有効期間・経済的耐用年数、のれんの償却期間（20年以内）が合理的かを根拠資料で確認。利用が終了・陳腐化したソフトウェアが除却されず残置していないかを利用状況ヒアリングで確かめる。
	・・・VCO・
	無形固定資産台帳、償却計算明細、ソフトウェア利用状況資料、特許権利関係書類、のれん償却計算／資産種類別の主要項目を再計算。台帳全体は合計レベルで突合。

	実証手続
	のれん・取得無形資産の発生源泉と表示開示の検討
	のれんについて、企業結合（取得）の取得原価配分（PPA）資料と突合し、計上額の根拠・償却年数の合理性を確認。財規に基づく無形固定資産の区分表示（のれん・特許権・借地権・ソフトウェア等）、のれんの償却年数・未償却残高の注記、研究開発費の総額注記の網羅性を検討する。実体のない（架空の）ライセンス・ソフトウェアが計上されていないか、契約・利用実態の証跡で確かめる。
	E・・・・PD
	企業結合・PPA資料、のれん算定根拠、ライセンス契約、注記ドラフト、財規・研究開発費基準チェックリスト／のれん・重要無形資産は悉皆。注記は財規ベースのチェックリストで網羅性確認。


監査結論：無形固定資産について、資産化支出の証憑突合・資産化要件の検討・償却の再計算・のれん算定根拠の検討および趨勢/償却費の分析的手続を実施した結果、計上された無形固定資産は実在し、資産化判断は研究開発費等会計基準に準拠、償却の評価および表示開示は適切であり、実在性・評価・期間配分・表示の各アサーションについて重要な虚偽表示は認められないと結論付ける。費用の過大資産化リスクおよび陳腐化資産は減損プログラムへ連携する。
投資有価証券・関係会社株式（固定資産（投資その他の資産）） ★重要勘定　主要アサーション E・ROV・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 保有目的区分（その他有価証券・子会社株式・関連会社株式・満期保有目的）の判定誤りによる評価基準・表示の誤り。区分により時価評価/原価評価/減損基準が異なるため、区分を誤ると評価額・純資産直入額・損益が誤る。関連会社該当性（議決権20%以上または実質的影響力）の判定誤りも含む。〔・・・V・PD〕
・[誤謬・固有高] 評価の誤り（評価損計上漏れ）。時価のある有価証券の時価が著しく下落（おおむね50%以上下落、または30〜50%下落で回復可能性なし）したのに減損処理を行わない、または市場価格のない株式・子会社/関連会社株式の実質価額が著しく低下（おおむね50%以上低下）したのに減損処理を行わないリスク。関係会社株式の取得時に超過収益力を加味した取得価額の場合、実質価額の算定で当該超過収益力の毀損を反映しないリスク。回復可能性の判断が経営者の主観的見積りに依拠し、評価の不確実性が高い。〔・・・V・・〕
・[不正・固有高] 不正リスク：減損損失計上の回避による利益操作。経営者が利益目標達成のため、回復可能性ありとの主観的判断や子会社の事業計画の楽観的見積りを用いて減損を先送りする、または市場価格のない株式の実質価額算定に用いる被投資会社財務諸表を恣意的に選択する経営者による見積りバイアス。架空の有価証券・出資金の計上、実在しない関係会社への投資の計上。〔E・・V・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	分析的手続
	趨勢分析・利回り/含み損益分析
	投資有価証券・関係会社株式の銘柄別期首期末残高、取得・売却、評価差額・減損損失の趨勢を分析。受取配当金・受取利息と投資残高から導く利回りの妥当性、その他有価証券評価差額金（純資産直入額）の対前期変動、含み損銘柄の推移を分析し、減損計上漏れの兆候や架空計上の異常点を抽出する。
	EC・V・・
	有価証券銘柄別明細（時価・簿価・取得原価）、評価差額金推移、配当・利息明細、複数期間趨勢表／銘柄別全体分析。含み損銘柄・大口銘柄は個別検討へ。

	実証手続
	実査および残高確認（保護預り・保管振替）
	自社保管の有価証券（株券・債券）は現物実査を実施し、銘柄・数量・記番号を台帳と照合。証券会社・保管振替機関・信託銀行等に預託している有価証券は、預り証・保護預り残高証明と照合し、必要に応じ保管先へ残高確認状を発送して直接確認する。非上場株式・出資金は出資証券・株主名簿・出資金台帳・払込証憑で実在と権利を確認する。基準日と期末日のずれがある場合はロールフォワード手続を実施。
	E・RO・・・
	現物実査メモ、保護預り残高証明、保管先への確認状回答、株主名簿、出資証券、払込証憑／母集団＝期末保有全銘柄。自社保管分は悉皆実査、預託分は重要銘柄/保管先を悉皆的に確認。

	実証手続
	期中取引（取得・売却）の証憑突合と保有目的区分の検討
	期中の取得・売却を取締役会/投資委員会議事録・売買報告書・契約・約定/受渡証憑・入出金記録と突合し、取得原価・売却損益の正確性を検証。各銘柄の保有目的区分（その他有価証券・子会社/関連会社株式・満期保有目的）の根拠を確認し、議決権比率・役員派遣・取引依存等から子会社/関連会社該当性を判定、保有目的に応じた評価基準が適用されているかを検討する。
	E・ROV・PD
	取締役会議事録、売買報告書・約定書、受渡証憑、議決権比率・出資関係資料、保有目的区分表／期中取得・売却の重要取引を悉皆。保有目的区分は全銘柄を一覧で検討。

	実証手続
	時価のある有価証券の評価・減損の検証
	上場株式・債券について、期末時価を独立の相場情報源（取引所価格・公表市場価格）から入手して評価額を再計算し、その他有価証券評価差額金（税効果調整後の純資産直入）または評価損を検証する。時価が取得原価に対し著しく下落（おおむね50%以上）した銘柄は減損処理の要否を確かめ、30〜50%の下落銘柄は会社の回復可能性判断（下落程度・期間・発行体の業績）の合理性を批判的に評価する。
	・・・V・・
	独立相場情報（取引所価格）、評価差額・評価損計算明細、減損要否判定資料、回復可能性の根拠資料／時価のある全銘柄を再評価。下落率閾値（50%超は悉皆検討、30〜50%は回復可能性を精査）でリスクベース抽出。

	実証手続
	市場価格のない株式・関係会社株式の実質価額・減損の検証
	市場価格のない株式・子会社/関連会社株式について、被投資会社の直近（できれば監査済）財務諸表から1株当たり純資産（実質価額）を算定し、取得原価と比較。実質価額が著しく低下（おおむね50%以上）している場合は、回復可能性が十分な根拠で裏付けられない限り減損処理を行うべきかを検討する。取得価額に超過収益力が含まれる場合は、被投資会社の事業計画・将来収益力の毀損を加味して実質価額を評価し、事業計画の前提（売上成長率・利益率）の合理性を過年度実績との比較で批判的に検討する。外貨建ては外貨ベースで減損要否を判断。
	・・・V・・
	被投資会社の財務諸表、純資産/実質価額算定明細、事業計画・超過収益力の根拠資料、減損要否判定、過年度見積りの事後検証／市場価格のない株式・関係会社株式を全銘柄リスト化。金額重要銘柄・実質価額低下銘柄を悉皆で精査。

	実証手続
	表示・開示の検討（流動固定区分・注記・関連当事者）
	財規に基づく投資有価証券・関係会社株式の固定資産（投資その他の資産）区分表示、保有目的別・有価証券種類別の時価・取得原価・評価差額の注記、減損損失の注記、関連当事者（子会社・関連会社）取引の開示の網羅性と正確性を検討する。1年内償還の債券等の流動・固定区分も確認する。
	・・RO・・PD
	注記ドラフト、財規・金融商品会計基準チェックリスト、関連当事者一覧、保有目的別開示資料／注記項目を基準ベースのチェックリストで網羅性確認。関連当事者は全件照合。


監査結論：投資有価証券・関係会社株式について、実査/残高確認・期中取引の証憑突合・保有目的区分の検討・時価評価および市場価格のない株式/関係会社株式の実質価額に基づく減損の検証を実施した結果、期末残高は実在し当社に帰属、保有目的区分に応じた評価および減損処理は金融商品会計基準に準拠して適正であり、表示開示も財規に準拠していることから、実在性・評価・権利・表示の各アサーションについて重要な虚偽表示は認められないと結論付ける。減損の回避による利益操作リスクについては、回復可能性・事業計画の前提を批判的に検討し、不正リスクへの対応として十分な心証を得た。
固定資産の減損（固定資産（有形・無形・のれんの帳簿価額の評価／減損損失）） ★重要勘定　主要アサーション ・・・V・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 資産のグルーピングの誤り。製造業では複数の生産設備が一体として独立したキャッシュ・フローを生成するため、グルーピングを過大に括る（収益性の高い資産と一体化して減損を回避）または不適切に細分化することで、減損の兆候判定・認識判定・測定の単位を誤るリスク。共用資産・のれんの配分単位の誤りを含む。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有高] 減損の兆候の見落とし。営業損益・営業キャッシュ・フローの継続的なマイナス、生産設備の稼働率著しい低下・遊休化・用途変更、市場価格の著しい下落、経営環境の著しい悪化（製品の陳腐化・需要減）等の兆候を網羅的に把握せず、減損の認識・測定の検討に進まないリスク。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有高] 認識・測定における見積りの誤り。減損の認識判定に用いる割引前将来キャッシュ・フロー総額の見積り（予測期間・成長率・設備の経済的残存使用年数）の過大評価、回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方）の算定における割引率・将来CF・正味売却価額の見積り誤りにより、減損損失を過少計上するリスク。見積りの不確実性が高い。〔・・・V・・〕
・[不正・固有高] 不正リスク：減損損失計上の回避・先送りによる利益操作。経営者が利益目標達成のため、グルーピングを操作して兆候のある資産を黒字資産に含める、楽観的な事業計画（割引前将来CF）を作成して認識判定をクリアさせる、または割引率を恣意的に低く設定する経営者による見積りの操作および内部統制の無効化。逆に、ビッグバス目的で過大な減損を計上するリスク。〔・・・V・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	統制テスト
	減損プロセスに係る統制の整備・運用評価
	会社の減損会計方針に基づく、資産のグルーピング決定、減損の兆候チェックリストによる兆候把握、割引前将来CF・回収可能価額の見積り、見積りに用いる事業計画の承認という一連のプロセスについて、整備状況をウォークスルーで把握し、兆候チェックリストの作成・レビュー証跡、事業計画の経営者承認証跡を運用評価する。見積りに係る経営者の偏向を防止する統制（事業計画と取締役会承認予算との整合確認等）の有効性を評価する。
	・・・V・・
	減損会計方針、減損兆候チェックリスト・レビュー証跡、グルーピング資料、事業計画承認証跡、取締役会予算／減損判定プロセスは年次の重要な見積りプロセスとして悉皆的にウォークスルー・運用評価。

	実証手続
	資産グルーピングの妥当性の検討
	会社が設定した資産グルーピングを入手し、管理会計上の区分・独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位・継続的な使用実態と整合するかを、事業所別/製品ライン別の損益・CF情報、過年度のグルーピングとの一貫性に照らして批判的に検討する。共用資産・のれんの帰属・配分の単位が適切か、収益性の低い資産を黒字資産と一体化して減損を回避していないかを評価する。
	・・・V・・
	グルーピング資料、事業所/製品ライン別損益・CFデータ、管理会計区分、過年度グルーピング、組織図／全グループを対象に、特に兆候のある事業所/設備を含むグループを重点的に検討。

	実証手続
	減損の兆候の網羅的把握の検討
	会社の兆候チェックリストを入手し、各資産グループについて、(1)営業損益・営業CFが継続してマイナス、(2)使用範囲・方法の著しい変化（稼働率低下・遊休・用途変更）、(3)経営環境の著しい悪化（需要減・製品陳腐化）、(4)市場価格の著しい下落、の各兆候の判定根拠を財務データ・現物視察結果・経営計画と突合して検証する。監査人が独立に、セグメント損益・遊休資産リスト・現物実査での稼働状況から兆候の見落としがないかを評価する。
	・・・V・・
	兆候チェックリスト、資産グループ別営業損益/CF、稼働率・遊休資産データ、現物視察結果、市場価格資料／全資産グループの兆候判定を網羅的に検討。監査人独自の兆候スクリーニングと突合。

	実証手続
	減損損失の認識判定（割引前将来CF）の検証
	兆候のある資産グループについて、会社の割引前将来キャッシュ・フロー総額（経済的残存使用年数または20年いずれか短い期間、＋使用後の正味売却価額）の見積りを入手し、帳簿価額との比較（認識判定）を再計算する。割引前CFの前提（生産数量・販売価格・原価・予測期間）が取締役会承認の事業計画・過年度実績・市場予測と整合するかを批判的に検討し、過年度の見積りと実績の差異（事後検証＝バックテスト）により経営者の見積りの偏向の有無を評価する。
	・・・V・・
	割引前将来CF見積資料、事業計画、過年度CF見積りと実績の事後検証、生産販売計画、再計算ワークシート／兆候ありの全グループを対象。割引前CFが帳簿価額に接近するグループは前提を重点精査。

	実証手続
	減損損失の測定（回収可能価額）の検証と専門家の利用
	減損を認識すべきグループについて、回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方）の算定を検証する。使用価値は割引後将来CFの前提と割引率（WACC/資本コスト）の妥当性を、必要に応じ監査人側の評価専門家を利用して独立に検討し、正味売却価額は不動産鑑定評価・処分見込額の根拠を確認する。帳簿価額から回収可能価額への減額計算（共用資産・のれんを含む場合の配分順序を含む）を再計算し、減損損失額の正確性を確かめる。割引率・成長率の感応度分析を実施する。
	・・・V・・
	回収可能価額算定資料、割引後CF・割引率（WACC）算定、不動産鑑定評価書、減損損失計算明細、専門家の評価、感応度分析／減損認識グループを悉皆。重要な使用価値算定はWACC・主要前提を独立に再算定。

	実証手続
	減損損失の表示・開示の検討
	計上された減損損失について、財規・固定資産の減損に係る会計基準に基づく損益計算書（特別損失）の表示、減損損失を認識した資産グループの概要・減損損失の金額（種類別内訳）・回収可能価額の算定方法（使用価値の場合の割引率／正味売却価額の場合の算定根拠）等の注記の網羅性・正確性を検討する。
	・・・・・PD
	減損損失注記ドラフト、損益計算書表示、減損会計基準・財規チェックリスト／全減損計上グループの注記項目を基準ベースのチェックリストで網羅性確認。


監査結論：固定資産の減損について、資産グルーピング・減損兆候の網羅性・認識判定（割引前将来CF）・測定（回収可能価額、必要に応じ評価専門家を利用）および表示開示を検証し、過年度見積りの事後検証により経営者の見積りの偏向を評価した結果、減損損失（または減損なしの判断）は固定資産の減損に係る会計基準に準拠して適正に処理され、評価および表示の各アサーションについて重要な虚偽表示は認められないと結論付ける。減損回避による利益操作という不正リスクに対しては、グルーピング・割引前CFの前提・割引率を批判的に検討し、十分かつ適切な監査証拠を入手した。
現金及び預金（流動資産） ★重要勘定　主要アサーション ECROV・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 預金残高の実在性に係るリスク。期末日に存在しない預金(架空計上・帳簿改ざん)、または銀行残高証明書の偽造により残高が水増しされる。粉飾の典型的手口であり、特に資金繰りが逼迫した製造業では運転資金の見栄えを良くする動機が生じる。〔E・・V・・〕
・[不正・固有高] 不正による資産流用リスク(横領)。出納担当者による現金・小口現金の着服、預金の不正引出を、期末日近辺の入出金操作(締切後の振込で見かけ上残高を合わせるラッピング/カイティング)で隠蔽する。手許現金・印鑑・銀行ログインの職務分掌が不十分な場合に高まる。監基報240上、現金は流用リスクの高い資産。〔EC・・CO・〕
・[不正・固有中] 期末日前後の入出金のカットオフ誤りに係るリスク。期末日をまたぐ振込・小切手・電子記録債権の決済が誤った期間に計上され、預金残高と相手勘定(売掛金・買掛金・借入金)が整合しない。ウィンドウドレッシング目的で期末直前に一時的な資金移動を行う動機がある。〔EC・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 外貨建預金の評価リスク。製造業の輸出入取引に伴う外貨預金が期末日の直物為替相場(CR)で換算されず、評価が過大・過少となる。〔・・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 拘束性預金・担保差入預金の表示・注記漏れリスク。借入の担保・保証金として拘束されている預金や、定期預金の質権設定が、流動・固定区分や注記に適切に反映されない。資金・借入サイクルとして借入金の担保注記と整合すべき。〔・・RO・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	銀行残高確認(金融機関への残高確認状)
	監査人が全取引金融機関宛に標準残高確認状(預金・借入・担保・保証・デリバティブ・当座貸越枠を一括照会する様式)を直接発送し、回答を監査人が直接入手する。会社作成の銀行勘定一覧と総勘定元帳・補助簿を母集団とし、確認先は残高ゼロ・休眠口座を含む全口座(全件)。回答残高と帳簿残高を突合し、差額は当座照合表(銀行勘定調整表)で説明する。確認状の発送・回収を会社に介在させない。
	ECROV・・
	金融機関からの残高確認回答書(原本)、銀行勘定一覧、総勘定元帳、確認発送・回収管理表／母集団=全取引金融機関の全口座(残高ゼロ・休眠含む)。サンプリングせず全件確認(精査)。

	実証手続
	残高証明書・当座照合表(銀行勘定調整表)の突合と再計算
	期末日付の銀行残高証明書(全口座)を会社経由でなく可能な限り直接入手し、銀行勘定調整表の調整項目(未取付小切手、未達預金、振込未達等)を一件ずつ翌期の入出金記録(預金通帳・当座照合表)に突合して再計算する。長期間未消し込みの調整項目は架空・隠蔽の兆候として個別検討する。
	EC・VCO・
	銀行残高証明書、銀行勘定調整表、翌月銀行明細・通帳、未取付小切手リスト／母集団=全口座の銀行勘定調整項目。金額的に大きい口座・調整額は全件、その他は閾値超を精査。

	実証手続
	現金実査(手許現金・小口現金)
	監査人が出納責任者立会のもと、期末日(可能なら)または近接日に手許現金・小口現金・受取小切手・印紙・切手等を実査し、出納帳残高と照合する。期末日と実査日が異なる場合は、実査日から期末日まで出納記録をロールフォワード/ロールバックして期末残高を検証する。実査中は他の現金・有価証券を同時に封印し、すり替えを防止する。
	E・・V・・
	現金実査表(監査人作成・出納責任者の確認署名)、現金出納帳、小口現金補助簿／母集団=全保管場所(本社・各工場の小口現金)。重要拠点は全件実査、僅少拠点は確認状・出納帳査閲で代替。

	実証手続
	期末日前後の預金入出金カットオフテスト
	期末日の前後数営業日(例:前後5営業日)の預金入出金明細を母集団に、各取引を相手勘定(売掛金回収・買掛金/借入金返済・給与・税金)と証憑(振込依頼書、相手先入金通知)に突合し、計上期間が正しいか検証する。期末直前の大口入金が期末直後に同額出金されている等の往復取引(ウィンドウドレッシング)、締切後入金で残高を合わせるラッピングの兆候を分析する。
	EC・・CO・
	期末前後の銀行明細、振込依頼書、入出金証憑、仕訳帳／母集団=期末前後一定期間の全入出金。大口(閾値超)は全件、その他は金額抽出。

	実証手続
	外貨建預金の期末換算の再計算
	外貨建預金口座を抽出し、期末日の直物為替相場(社内レートでなく合理的な公表レート)を用いて円換算額を再計算し、帳簿計上額および為替差損益との整合を検証する。
	・・・V・・
	外貨預金残高証明書、期末日為替相場(公表レート)、換算計算表、為替差損益計上証憑／母集団=全外貨建口座。原則全件再計算。

	実証手続
	拘束性預金・担保差入の識別と表示・注記検討
	残高確認回答・借入契約書・取締役会議事録を通査し、担保提供・質権設定・保証金等で使用が制限されている預金を識別する。1年超の拘束は固定資産(長期性預金)区分、担保提供は注記との整合を、借入金の担保注記と相互参照して検証する。
	・・RO・・PD
	残高確認回答、金銭消費貸借契約書、担保提供明細、注記ドラフト／母集団=全定期預金・別段預金・保証金。制限の有無を全件確認。

	分析的手続
	預金残高・資金繰りの趨勢/比率分析(異常点監査)
	口座別預金残高の期末月次推移、現預金/総資産比率、手元流動性(現預金÷月商)、営業CFとの整合を前期・予算と比較する。借入金の増減と現預金の増減の連動、製造業の運転資金サイクル(売上→売掛回収→預金)との整合を分析し、説明できない急増減を異常点として深度ある手続につなげる。
	EC・V・・
	月次試算表、資金繰実績表、キャッシュ・フロー計算書、前期比較財務データ／母集団=口座別・月次残高データ全体。比率・趨勢ベースの全体分析。


監査結論：全取引金融機関への直接の残高確認、現金実査、銀行勘定調整表の再計算、期末前後のカットオフテストおよび分析的手続の結果、現金及び預金は重要な虚偽表示なく実在し(E)、網羅的に計上され(C)、適切に評価(外貨換算含む)(V)・期間配分(CO)され、拘束性預金の表示・注記(PD/RO)も適切と認められる。不正による流用・期末日の見せ金等の兆候は識別されなかった。重要な虚偽表示はないと結論付ける。
借入金（負債(流動負債・固定負債)） ★重要勘定　主要アサーション ECROVCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[不正・固有高] 網羅性に係るリスク(主要リスク方向)。期末に存在する借入(短期借入金・長期借入金・当座貸越・関係会社借入・役員借入)が帳簿に計上漏れとなる。負債の簿外化は粉飾(債務の隠蔽による財政状態の良見せ)の典型であり、資金繰りが厳しい製造業では運転資金借入や設備資金借入の計上漏れ動機が強い。〔EC・・・・〕
・[不正・固有高] 不正による簿外債務・条件改ざんリスク。経営者による借入金の意図的な簿外化、または財務制限条項(コベナンツ)抵触を隠すための返済予定・分類の操作。経営者は負債を過少・自己資本を過大に見せる動機を持ち、監基報240の経営者による内部統制無効化リスクに該当しうる。〔・C・V・PD〕
・[誤謬・固有中] 1年内返済予定長期借入金の流動・固定分類(表示)の誤りリスク。返済スケジュールに基づく1年内返済額の流動負債振替が誤る。また財務制限条項抵触により期限の利益を喪失した借入が長期のまま表示される。〔・・・・COPD〕
・[誤謬・固有中] 支払利息・未払利息の期間帰属・評価の誤りリスク。約定利率・日数計算の誤り、変動金利の改定反映漏れ、期末経過利息(未払利息)の計上漏れにより支払利息と未払費用が誤る。〔・C・VCO・〕
・[誤謬・固有中] 担保提供・保証・財務制限条項の注記漏れリスク。借入に係る担保(工場財団・生産設備・売掛金担保)、保証債務、コベナンツ、シンジケートローンの条件が注記されない。RO(担保差入による資産処分の制約)と表示の妥当性に影響。〔・・RO・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	借入金の残高確認(金融機関宛・網羅性重視)
	全取引金融機関に対し標準確認状で借入残高・利率・返済期日・担保・保証・コベナンツ・未使用枠(当座貸越/コミットメントライン)を照会し、回答を監査人が直接入手する。網羅性検証のため、現金及び預金で送付した銀行と同一の全銀行に送付し、預金はあるが借入回答がない先や未使用枠の存在を精査する。回答残高・利率・返済条件を借入金明細・金銭消費貸借契約書に突合する。
	ECROV・・
	金融機関の残高確認回答書、借入金明細表、金銭消費貸借契約書、返済予定表／母集団=全取引金融機関(預金取引先を含む)。全件確認(精査)。役員・関係会社借入は別途確認・契約突合。

	実証手続
	網羅性確認手続(簿外借入の探索)
	借入の計上漏れを探索するため、(1)取締役会・経営会議議事録の資金調達決議の通査、(2)期末後の利息支払・返済の出金明細を借入金台帳と逆突合、(3)登記簿(根抵当権・担保設定)・固定資産の担保差入状況の確認、(4)未使用の銀行口座・新規取引銀行の有無確認、(5)弁護士確認状による保証・債務の照会を実施する。
	・CRO・・・
	取締役会議事録、期末後の支払利息出金明細、不動産登記事項証明書、弁護士確認状、借入金台帳／母集団=期末後一定期間の支払利息・元本返済出金、全担保設定。逆突合により網羅性を検証。

	実証手続
	借入契約・返済予定の証憑突合とロールフォワード
	借入金明細(期首残高+新規借入−返済=期末残高)を母集団に、新規借入は金銭消費貸借契約書・入金記録(預金カットオフと整合)、返済は返済予定表・出金記録に突合し、期中増減を網羅的に検証する。借入の入金・返済が現金及び預金の入出金と整合することを相互参照する。
	EC・VCO・
	借入金増減明細、金銭消費貸借契約書、銀行入出金明細、返済予定表／母集団=期中の全新規借入・全返済。大口は全件、その他は金額抽出で証憑突合。

	実証手続
	支払利息・未払利息の再計算
	借入別に約定利率・元本残高・経過日数(変動金利は改定後利率)を用いて年間支払利息と期末未払利息(経過利息)を再計算し、計上額と比較する。利息支払の出金記録と突合し、過不足を検討する。
	・C・VCO・
	返済予定表、金利改定通知、支払利息計上明細、未払費用明細、利息支払出金記録／母集団=全借入。原則全件再計算(独立的見積りによる予測も併用)。

	実証手続
	流動・固定分類および表示・注記の検討
	返済予定表に基づき1年内返済予定長期借入金を再計算して流動負債への振替を検証する。財務制限条項(コベナンツ)の遵守状況を計算書類・テストレターで確認し、抵触により期限の利益を喪失した借入が流動区分・注記されているかを検討する。担保提供資産・保証債務・借入条件の注記の網羅性を残高確認回答と突合する。
	・・RO・COPD
	返済予定表、コベナンツ計算資料、注記ドラフト、残高確認回答、担保提供明細／母集団=全長期借入・全コベナンツ付契約。全件で分類・注記を検証。

	分析的手続
	借入金・支払利息の趨勢/比率分析(異常点監査)
	借入金残高・支払利息の前期比較、平均借入残高に対する加重平均利率(支払利息÷平均借入残高)の合理性、有利子負債/EBITDA・D/Eレシオ・固定長期適合率の趨勢を分析する。設備投資(生産設備)と長期借入の連動、運転資金需要と短期借入の連動を製造業の事業実態と照合し、利率の異常(簿外借入や条件改ざんの兆候)を抽出する。
	EC・V・・
	借入金推移表、支払利息明細、設備投資計画、前期比較財務データ、業界平均金利／母集団=借入別・月次の残高・利息データ。比率による全体分析。


監査結論：全金融機関への借入残高確認、簿外借入の網羅性手続(議事録・期末後出金の逆突合・登記確認)、契約証憑突合、利息の再計算、流動固定分類・コベナンツ・担保注記の検討および分析的手続の結果、借入金は網羅的に計上され(C)実在し(E)、適切に評価(V)・期間配分(CO)・分類表示(PD)され、担保・保証等の権利義務(RO)も適切に注記されていると認められる。簿外債務・条件改ざんの兆候は識別されなかった。重要な虚偽表示はないと結論付ける。
社債・リース債務（負債(流動負債・固定負債)） ★重要勘定　主要アサーション ECROVCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 社債の評価リスク(償却原価法)。社債発行差金・発行費用を含む償却原価法(原則:利息法)による期末償却原価の計算誤り、社債利息・経過利息の期間帰属誤り。発行要項に基づく利率・償還期日・繰上償還条項の反映漏れ。〔・・・VCO・〕
・[誤謬・固有高] リース取引の判定・計上漏れリスク(網羅性・評価)。生産設備・車両・不動産のリース契約について、リース負債・使用権資産(リース会計基準)の計上対象判定の誤りや計上漏れ。製造業は設備リースが多く、契約の網羅的把握とリース料総額の現在価値割引・利息相当額区分の計算が複雑で固有リスクが高い。〔EC・V・・〕
・[不正・固有中] 不正による簿外リース・社債条件操作リスク。負債を圧縮するためリース契約をオフバランス処理(短期・少額の濫用)し、または社債の財務制限条項抵触を隠す。負債過少表示の動機があり、経営者による判断介入の余地が大きい。〔・C・・・PD〕
・[誤謬・固有中] 1年内償還社債・1年内返済リース債務の流動固定分類および注記(表示)リスク。償還・返済スケジュールに基づく流動振替の誤り、社債の発行条件・担保・コベナンツ、リース債務の返済予定の注記漏れ。〔・・・・COPD〕
・[誤謬・固有中] リース利息相当額の期間配分・支払リース料の区分誤りリスク。リース料を利息相当額(利息法)と元本返済に区分せず一括費用処理する、または逆に区分計算を誤る。使用権資産の減価償却(リース期間)との対応誤り。〔・・・VCO・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	社債の残高確認・発行要項突合と償却原価の再計算
	社債管理者・受託会社または社債権者(私募の場合)宛に残高・利率・償還期日・担保・コベナンツを確認するとともに、社債発行要項(目論見書・取締役会決議)に基づき発行価額・額面・発行費用を確認し、利息法による期末償却原価および当期償却額(社債利息への加算)を再計算する。社債利息・経過利息(未払社債利息)を約定に基づき再計算する。
	ECROVCO・
	社債発行要項・取締役会議事録、社債管理者の確認回答、償却原価計算表、社債利息明細／母集団=全社債銘柄。全件で残高確認・償却原価再計算(精査)。

	実証手続
	リース契約の網羅的把握とリース負債・使用権資産の再計算
	リース契約一覧(賃貸借・割賦契約を含む)を入手し、固定資産台帳・支払リース料の出金・新規設備投資稟議と相互突合してリース計上対象の網羅性を検証する。各契約のリース料総額を契約書に突合し、追加借入利子率等による割引現在価値(リース負債)・使用権資産の計上額、利息相当額の各期配分(利息法)、使用権資産の減価償却を再計算する。少額・短期リースの簡便処理の適用要件の妥当性を検討する。
	EC・VCO・
	リース契約書、リース料支払明細、固定資産台帳、設備投資稟議、リース負債・使用権資産計算表、割引率根拠資料／母集団=全リース契約。新規・大口は全件再計算、既存反復は金額抽出。網羅性は支払出金・稟議の逆突合で検証。

	実証手続
	社債利息・リース利息相当額の支払突合と期末経過分の検証
	社債利息・リース料の支払を出金記録・利払証憑に突合し、期末の未払社債利息・未払リース料(経過分)が網羅的に計上されているかを再計算で検証する。支払リース料の利息相当額と元本返済への区分が利息法計算と整合するか確認する。
	・C・VCO・
	利払証憑、リース料支払明細、未払費用明細、利息法計算表／母集団=全社債・全リースの当期利払。原則全件再計算。

	実証手続
	流動・固定分類および表示・注記の検討
	償還予定表・リース返済予定表に基づき1年内償還社債・1年内返済リース債務の流動負債振替を再計算する。社債の発行条件・担保・コベナンツ、リース債務の返済予定・重要なリース取引の注記の網羅性を確認し、借入金・担保差入資産の注記と相互参照する。
	・・RO・COPD
	社債償還予定表、リース返済予定表、注記ドラフト、コベナンツ計算資料／母集団=全社債・全リース契約。全件で分類・注記を検証。

	統制テスト
	リース新規計上・社債管理プロセスの内部統制テスト
	リース契約の新規発生時にリース判定・現在価値計算・台帳登録が承認・レビューされる統制、社債の利払・償却原価計算が独立者によりレビューされる統制について、運用評価手続(承認証跡・レビュー証跡の検証)を実施する。母集団から一定件数を抽出し統制の運用を検証する(実証手続の範囲決定に利用)。
	・C・V・・
	リース判定チェックシート、承認証跡、計算レビュー記録、社債利息計算のレビュー証跡／母集団=期中の新規リース計上・社債利息計算の全件。統制頻度に応じ件数抽出(例:25件)。

	分析的手続
	社債・リース債務と関連費用の趨勢/比率分析(異常点監査)
	社債残高・社債利息、リース負債・リース利息相当額・使用権資産減価償却費の前期比較、平均残高に対する実効利率の合理性、設備投資(生産設備の取得・更新)とリース増減の連動を分析する。償却原価の逓増、リース債務の返済による逓減が予測どおりかを検証し、説明できない変動を異常点として抽出する。
	・C・VCO・
	社債・リース債務推移表、利息明細、減価償却明細、設備投資実績、前期比較データ／母集団=社債・リース別の残高・費用データ。比率・趨勢の全体分析。


監査結論：社債の残高確認・発行要項突合・償却原価の再計算、リース契約の網羅的把握とリース負債・使用権資産の再計算、利息相当額の期間配分検証、流動固定分類・注記の検討、関連内部統制テストおよび分析的手続の結果、社債・リース債務は網羅的に計上され(C)実在し(E)、償却原価法・現在価値割引による評価(V)、利息の期間配分(CO)、流動固定分類・注記(PD/RO)がいずれも適切と認められる。簿外リース・条件操作の兆候は識別されなかった。重要な虚偽表示はないと結論付ける。
純資産(資本金・資本剰余金・利益剰余金・自己株式)（純資産の部） ★重要勘定　主要アサーション ECROV・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 資本取引(増資・減資・自己株式取得処分・剰余金配当)が会社法上の手続(株主総会・取締役会決議、債権者保護手続)を経ずに、又は会計処理を誤って計上されるリスク。特に資本金・資本準備金への組入額の判定(払込金額の2分の1上限、会社法445条)、自己株式の取得財源規制(分配可能額、会社法461条)の逸脱。〔E・・V・PD〕
・[誤謬・固有低] 利益剰余金(繰越利益剰余金)の期首残高と当期純利益・配当・処分による変動の網羅性・正確性が損なわれるリスク。株主資本等変動計算書(S/S)の各変動要因がB/S・P/Lと整合しない、組替・振替の誤り。〔・C・V・PD〕
・[不正・固有中] 経営者による利益操作・粉飾の最終的な受け皿が利益剰余金であり、不適切な剰余金処分、未認可の配当、資本取引を装った損益の付替え(資本剰余金への損失の付替え等)により純資産が不実に表示される不正リスク。〔EC・V・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	純資産の部 期首残高・変動明細の通査と前期監査調書・確定申告書別表五(一)との照合
	監査人は、株主資本等変動計算書を入手し、各純資産項目(資本金・資本準備金・その他資本剰余金・利益準備金・任意積立金・繰越利益剰余金・自己株式)の期首残高を前期の監査済財務諸表及び別表五(一)(利益積立金額・資本金等の額)と一致を確認する。当期変動額の合計とB/S期末残高への計算過程を再計算(クロスフット・フット)する。
	・C・V・PD
	株主資本等変動計算書、前期監査済財務諸表、法人税申告書別表五(一)／母集団=純資産の全変動項目。全項目を悉皆対象(資本取引は件数僅少のため全件)。

	実証手続
	資本取引(増資・自己株式)の決議書・法的手続の証憑突合
	当期に発生した増資・減資・自己株式の取得及び処分について、株主総会議事録・取締役会議事録、登記事項証明書(変更登記)、払込取扱証明書(銀行)、有価証券届出書/通知書を入手し、決議された払込金額・株式数と会計帳簿の計上額を突合する。資本金組入額の会社法445条(2分の1基準)適合、自己株式取得の分配可能額(会社法461条)を再計算で検証する。
	E・ROV・PD
	株主総会・取締役会議事録、登記事項証明書、払込取扱証明書、株主名簿、分配可能額計算資料／母集団=当期の資本取引全件。件数が限定的なため全件悉皆。

	実証手続
	剰余金の配当の適法性・財源規制の検証
	当期に実施した剰余金の配当について、株主総会(又は取締役会)決議、配当の効力発生日、配当金額・1株当たり配当額を議事録と突合。配当時点の分配可能額を会社法461条に基づき再計算し、財源規制の遵守を確認。利益準備金の積立額(会社法445条4項、資本金4分の1までの10分の1積立)を再計算する。
	E・・VCOPD
	株主総会議事録、配当計算書、分配可能額計算書、利益準備金積立計算／母集団=当期の配当決議全件。全件悉皆。

	分析的手続
	純資産の期首期末比較・変動要因分析
	純資産の各項目につき期首残高に当期純利益・配当・資本取引を加減した予測値を算定し、実績期末残高と比較。差異がある場合は変動明細で要因を特定。自己資本比率・1株当たり純資産(BPS)の前期比増減を分析し、異常な変動の有無を検討する。
	・C・V・・
	純資産変動予測ワークシート、財務指標分析表


監査結論：純資産の各項目は会社法及び会社計算規則に準拠して適切に計上・区分表示され、期首残高の繰越、当期変動(資本取引・配当・利益振替)はすべて適法な機関決定に基づき網羅的・正確に処理されている。財源規制違反は認められず、株主資本等変動計算書は他の財務諸表と整合している。アサーション(実在性・網羅性・評価・表示)に重要な虚偽表示はないと判断する。
法人税等・繰延税金資産負債(税効果会計)（損益・固定資産/流動負債(法人税等、繰延税金)） ★重要勘定　主要アサーション EC・V・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 繰延税金資産の回収可能性の判断に経営者の見積りと将来課税所得の予測が伴い、回収可能性が過大評価され繰延税金資産が過大計上されるリスク。企業会計基準適用指針第26号の会社分類(分類1〜5)の判定誤り、スケジューリング不能な一時差異の取扱い誤り。〔E・・V・・〕
・[誤謬・固有中] 法人税・住民税・事業税の当期確定税額及び未払法人税等の計算誤り。別表四(所得加減算)・別表五(一)(一時差異)の集計漏れ、税率変更(法定実効税率)の適用漏れ、税務調整項目(交際費・寄附金・受取配当益金不算入等)の認識誤りにより税金費用・未払税金が誤るリスク。〔・C・VCO・〕
・[不正・固有中] 経営者が利益目標達成のため繰延税金資産の回収可能性を恣意的に過大評価し税金費用(法人税等調整額)を減額する、又は会社分類の引上げにより利益を捻出する不正リスク。見積りの経営者バイアスが税効果に集約される。〔・・・V・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	法人税等の確定税額・未払法人税等の再計算と申告書突合
	法人税・地方法人税・住民税・事業税の確定申告書(又は申告書案)の別表一・別表四・別表五(二)を入手し、課税所得・税額計算を再計算。会計上の税引前利益から別表四の加減算を経て課税所得に至る過程を検証し、適用税率・税額控除(試験研究費税額控除等)を確認。未払法人税等の期末計上額=確定税額−中間納付額−源泉税控除を再計算し、納付書・領収証書と突合する。
	・C・VCOPD
	法人税申告書(別表一・四・五(一)(二))、中間納付領収証書、税額計算ワークシート、税務顧問の計算資料／母集団=法人税等の全税目。全税目を悉皆で再計算。中間納付は納付実績全件を突合。

	実証手続
	一時差異等の集計の網羅性検証(別表五(一)・将来加減算一時差異明細)
	繰延税金資産・負債の基礎となる一時差異(将来減算・将来加算)及び繰越欠損金の明細を入手し、別表五(一)・別表七(欠損金)と突合。賞与引当金・退職給付引当金・貸倒引当金・減価償却超過額・棚卸資産評価損・未払事業税等の主要一時差異が網羅的に集計されているか、前期末残高との繰越整合を検証。法定実効税率を乗じた繰延税金額を再計算する。
	・C・V・・
	一時差異等明細表、別表五(一)、別表七(一)、税効果計算ワークシート／母集団=全一時差異項目及び繰越欠損金。主要項目(賞与・退職給付・減価償却・欠損金)は全件、その他は金額的重要性で抽出。

	実証手続
	繰延税金資産の回収可能性の検討(会社分類・課税所得予測・スケジューリング)
	適用指針第26号に基づく会社分類(過去3期及び当期の課税所得・税務上の繰越欠損金の発生状況、経営環境の著しい変化の有無)の判定根拠を入手し妥当性を評価。将来課税所得の見積り(事業計画・予算)の合理性を、取締役会承認済予算・過去の予実差異の傾向と比較して検討。将来減算一時差異の解消スケジューリング表を入手し、解消年度の課税所得と対応させ回収可能額を再計算。スケジューリング不能な一時差異の取扱いを確認する。
	E・・V・・
	会社分類判定資料、取締役会承認済事業計画/課税所得予測、スケジューリング表、過去の課税所得実績推移、予実差異分析／母集団=計上された繰延税金資産全額。分類判定と将来課税所得予測の前提を全面的に検討。スケジューリングは主要一時差異を悉皆。

	分析的手続
	税負担率(実効税率)の趨勢分析と法定実効税率との差異分析
	法人税等(調整後)÷税引前当期純利益で算定した実効税率(ETR)を前期及び法定実効税率と比較し、税率差異の調整明細(交際費・受取配当・住民税均等割・評価性引当額の増減・税額控除等)で差異要因を説明。前期比で異常な変動がある項目を特定し、繰延税金資産の取崩/計上による税率の歪みの有無を検討する。
	・C・V・・
	税率差異分析表(注記用)、前期比較P/L、法定実効税率資料


監査結論：法人税・住民税・事業税の当期確定税額及び未払法人税等は税法に準拠して正確に計算され、一時差異等は網羅的に把握されている。繰延税金資産の回収可能性は適用指針第26号に基づく会社分類及び合理的な将来課税所得予測により裏付けられ、回収可能性に疑義のある部分には評価性引当額が計上されている。税効果会計の処理・注記表示は適切であり、経営者の見積りに重要な偏向は認められない。重要な虚偽表示はないと判断する。
販売費及び一般管理費（売上高(損益計算書・販管費)） ★重要勘定　主要アサーション EC・VCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有中] 販管費(特に人件費・支払手数料・広告宣伝費・研究開発費・賃借料等)の費用認識の期間帰属(カットオフ)が誤り、期末費用の繰延べ(翌期付替え)による費用の過少計上、又は未払費用の計上漏れにより利益が過大表示されるリスク。〔・C・・CO・〕
・[誤謬・固有中] 実在しない費用(架空の外注費・コンサル費・支払手数料)の計上による資金流出を伴う横領、又は資産計上すべき支出(資本的支出・ソフトウェア・研究開発のうち資産要件充足分)の費用処理/その逆による費用の実在性・分類の誤りリスク。〔E・・・・PD〕
・[不正・固有中] 経営者又は購買・経理担当者による架空ベンダーへの支払・関連当事者を経由した利益供与(資金流用)を費用に紛れ込ませる不正、及び期末費用の意図的な翌期繰延べによる利益かさ上げの不正リスク。〔EC・・CO・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	分析的手続
	販管費の科目別趨勢分析・月次推移分析・予実比較による異常点抽出
	販管費を費目別(人件費・賞与・法定福利・旅費交通・広告宣伝・支払手数料・賃借料・減価償却・研究開発・租税公課等)に前期実績・当期予算と比較し、増減率・対売上高比率を算定。月次推移をグラフ化し、期末月への偏在や特定月の異常スパイク、想定外の減少(費用繰延べの兆候)を抽出。人件費は人員数・平均給与から独立推定し帳簿と比較する。閾値超過項目を実証手続の対象として特定する。
	EC・V・・
	費目別前期比較表、予実対比表、月次推移分析、人件費独立推定ワークシート

	実証手続
	販管費の証憑突合(請求書・契約書・検収・支払証憑)
	金額的に重要な費目及び分析で異常を示した取引について、計上仕訳を母集団とし、請求書・契約書・発注書・役務提供の検収/成果物・銀行支払記録(振込明細)まで突合。役務取引(コンサル・手数料)は契約の実在と役務提供の事実(成果物・議事録)を確認し、架空・水増しの兆候を検討。資本的支出/費用の区分の妥当性を確認する。
	E・・V・PD
	請求書、契約書、発注書、検収書/成果物、銀行振込明細、稟議書／母集団=当期販管費の全仕訳明細。金額的重要性(個別重要項目は悉皆)＋無作為/異常値抽出を組合せ。役務取引・新規ベンダー・期末計上分を重点抽出。

	実証手続
	費用のカットオフテスト(期末前後の費用計上・未払費用の網羅性)
	期末日前後一定期間(例:期末±2週間)の検収日・役務提供完了日付の請求書・納品書を抽出し、計上期が役務提供/物品受領の事実発生期と一致するか検証。決算整理の未払費用・未払金(水道光熱・賃借料・支払手数料・保守料等)の計上を、契約・後続支払・翌期計上分から網羅性をテスト。翌期計上された費用に当期帰属分が含まれていないかを検討する。
	・C・・CO・
	期末前後の請求書・検収書、未払費用明細、翌期の費用計上リスト、翌期支払記録／母集団=期末前後及び翌期首一定期間の費用取引。金額重要性で抽出し継続役務契約は悉皆確認。

	統制テスト
	購買・支払承認統制及びベンダーマスタ統制の運用評価
	費用支出の発注・検収・請求・支払の3点照合(P2P)及び権限規程に基づく承認(稟議・電子承認)の整備運用状況を、サンプル取引で承認証跡・職務分掌を確認。ベンダーマスタの新規登録・変更の承認統制、架空ベンダー防止統制(振込口座と登録口座の一致)を評価し、実証手続の範囲決定に反映する。
	EC・V・・
	承認証跡(稟議/ワークフローログ)、権限規程、ベンダーマスタ変更履歴、3点照合記録／母集団=承認を要する費用取引。属性サンプリング(運用評価サンプル25〜40件程度)で承認・分掌を検証。


監査結論：販売費及び一般管理費は、実在する役務提供・物品受領に基づき適切な会計期間に網羅的かつ正確に計上され、資本的支出との区分・損益計算書上の分類表示も適切である。分析的手続による異常点は証憑突合で解消し、カットオフ及び未払費用の網羅性に問題は認められない。架空費用・資金流用・費用繰延べの兆候はなく、重要な虚偽表示はないと判断する。
賞与引当金・退職給付引当金（流動負債/固定負債(引当金)） ★重要勘定　主要アサーション ・C・VCOPD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 退職給付債務(DBO)の数理計算に用いる基礎率(割引率・予定昇給率・退職率・死亡率)及び年金資産の期待運用収益率の設定に経営者の見積りと専門家(年金数理人)の判断が伴い、退職給付引当金が過少評価されるリスク。簡便法/原則法の適用判定誤り、数理計算上の差異・過去勤務費用の費用処理(償却年数)の誤り。〔・C・V・・〕
・[誤謬・固有中] 賞与引当金の計上額が支給見込額の期間対応(支給対象期間に基づく当期負担額)を反映せず、見積支給額・引当対象期間・社会保険料事業主負担分(法定福利費引当)の計上漏れにより過少計上されるリスク。網羅性・期間帰属(カットオフ)の誤り。〔・C・VCO・〕
・[不正・固有中] 経営者が利益調整のため賞与引当金・退職給付引当金の見積りを恣意的に過少(利益かさ上げ)又は過大(利益のクッキージャー化)に設定する不正リスク。特に退職給付の基礎率操作は外部から発見が困難。〔・・・V・・〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	退職給付債務の数理計算報告書の検討と専門家の業務の評価
	年金数理人作成の退職給付債務計算報告書を入手し、退職給付引当金=退職給付債務−年金資産±未認識項目の調整計算を再計算。基礎率(割引率は期末の安全性の高い債券の利回りを基礎とするか、予定昇給率・退職率の合理性)を前期及び市場データ・社内実績と比較して評価。数理計算上の差異・過去勤務費用の発生額と償却(平均残存勤務期間内の定額等)を確認。監査基準委員会報告書620に基づき数理人の適格性・客観性・使用データの正確性を評価する。
	・C・V・PD
	退職給付債務計算報告書、年金資産時価評価資料(信託報告)、基礎率の根拠資料、数理人の資格・独立性資料、従業員データ(年齢・勤続・給与)／母集団=退職給付制度全体(DBO・年金資産・未認識項目)。悉皆で調整計算を再計算。数理人提供データの正確性は従業員サンプルを人事データと突合。

	実証手続
	退職給付費用・数理差異償却・年金資産運用の再計算と整合性検証
	勤務費用・利息費用・期待運用収益・数理計算上の差異償却・過去勤務費用償却の各構成要素を再計算し、P/L退職給付費用と整合を確認。年金資産の期首期末増減(掛金拠出・給付支払・運用損益)を信託報告書と突合。退職金の当期支給額を支給実績(振込・源泉徴収)と突合し債務の取崩を確認する。
	・C・VCO・
	退職給付費用内訳、年金資産増減表、掛金拠出記録、退職金支給実績、信託報告書／母集団=退職給付費用の全構成要素・当期退職者全件。費用構成は悉皆再計算、退職者支給は金額重要性で抽出。

	実証手続
	賞与引当金の見積計算の再計算と支給実績による事後検証
	賞与引当金=次回支給見込額×(当期に属する支給対象期間÷支給対象期間全体)の計算ロジックを入手し再計算。支給見込額の根拠(賞与規程・労使協定・直近の支給実績・査定率)を確認。社会保険料事業主負担分(法定福利費)の引当計上を確認。期末計上額を翌期の実際支給額と比較(後発の支給データで事後検証)し、見積りの精度・経営者バイアスを評価する。
	・C・VCO・
	賞与引当金計算明細、賞与規程/労使協定、対象期間別在籍者リスト、翌期実際支給データ、社会保険料率資料／母集団=引当計算の全構成(全従業員ベース計算)。計算ロジックを悉皆再計算し、個人別査定は無作為サンプルで支給見込の合理性を確認。

	分析的手続
	引当金の趨勢分析・対人件費比率分析・基礎率の前期比較
	賞与引当金/退職給付引当金の期末残高及び繰入額を前期・人員数・人件費総額と比較し、1人当たり引当額・対給与比率の趨勢を分析。退職給付の割引率・昇給率の前期からの変更とその影響額の合理性を検討。在籍者数・退職者数の変動と引当金変動の整合を確認し、異常変動を抽出する。
	・C・V・・
	引当金前期比較表、人員数推移、対人件費比率分析、基礎率前期比較表


監査結論：賞与引当金は支給対象期間に対応した当期負担額として網羅的・正確に計上され(法定福利費引当を含む)、翌期支給実績による事後検証でも見積りの妥当性が確認された。退職給付引当金は会計基準に準拠し、合理的な基礎率に基づく数理計算により算定され、年金数理人の業務も信頼できる。引当金は適切な区分で表示され、経営者の見積りに重要な偏向は認められない。重要な虚偽表示はないと判断する。
偶発債務・後発事象(注記・開示)（注記・開示(偶発債務、後発事象)） ★重要勘定　主要アサーション ・CROV・PD
重要な虚偽表示リスク（RMM）
・[誤謬・固有高] 係争中の訴訟・損害賠償、債務保証、手形遡及義務、製品保証・リコール、環境・税務上の偶発債務が網羅的に識別・評価されず、引当金計上要件(発生可能性が高く金額を合理的に見積り可能)の判定を誤り、引当不足又は注記漏れとなるリスク。経営者が不利な情報を開示しないリスク。〔・C・V・PD〕
・[誤謬・固有中] 決算日後監査報告書日までに発生した事象(修正後発事象=決算日に存在した状況の証拠/開示後発事象=決算日後に発生)の識別・区分・処理を誤り、修正すべき事象を未修正、開示すべき事象を未開示とするリスク。重要な子会社売却・大口取引先倒産・災害・大型増資等の見落とし。〔・C・・COPD〕
・[不正・固有中] 経営者が会社に不利な偶発債務・後発事象(訴訟敗訴見込・債務保証の履行請求・重要な簿外債務)を意図的に監査人に開示せず隠蔽する不正リスク。簿外の関連当事者保証・コミットメントの隠蔽。〔・CRO・・PD〕
監査手続
	区分
	手続
	内容
	ｱｻｰｼｮﾝ
	証拠・サンプル

	実証手続
	弁護士への確認(法律意見書)及び係争事項リストの検討
	顧問弁護士・係争代理人に対し、係争中・予想される訴訟・請求・賦課の有無、結果の見通し、損害見込額について弁護士確認状(監査人宛回答依頼)を発送し直接回答を入手。会社作成の係争事項一覧・訴訟管理表と回答を突合し、引当金計上要件の充足(発生可能性・金額の見積可能性)を評価。引当計上又は注記の要否・十分性を判断する。
	・C・V・PD
	弁護士確認状回答、係争事項一覧、取締役会・経営会議議事録、訴訟関連文書、引当金/注記の検討資料／母集団=顧問契約のある全弁護士事務所及び会社認識の全係争事項。弁護士は全件確認、係争事項は重要性にかかわらず網羅的にレビュー。

	実証手続
	偶発債務(債務保証・手形遡及・コミットメント)の網羅性検証
	取締役会・経営会議議事録、銀行確認状(借入・保証・担保差入欄)、契約書ファイル、稟議書を通査し、債務保証・経営指導念書・手形割引/裏書による遡及義務・購入コミットメント・係争の偶発債務を網羅的に把握。会社の偶発債務一覧と突合し、簿外項目の有無を検討。注記の要否・金額の妥当性を評価する。
	・CRO・・PD
	銀行確認状、議事録、契約書、手形帳/割引明細、偶発債務一覧、稟議書／母集団=全取引銀行及び重要契約。銀行確認は全行、議事録・契約は当期分を悉皆通査。

	実証手続
	後発事象の検討手続(決算日後から監査報告書日までの通査)
	決算日後監査報告書日までの取締役会・経営会議議事録、月次試算表・資金繰り、後続入手の重要契約・プレスリリース・報道を通査し、後発事象を識別。修正後発事象(決算日に存在した状況=得意先倒産による貸倒、訴訟確定等)は財務諸表への反映を確認、開示後発事象(決算日後発生=災害・大型増資・企業結合・事業譲渡等)は注記の要否・記載内容を検討。経営者確認書で報告書日までの後発事象の網羅性の言明を入手する。
	・C・・COPD
	決算日後の議事録・月次試算表、後続契約/プレスリリース、後発事象検討チェックリスト、経営者確認書／母集団=決算日後監査報告書日までの全重要事象。期間を悉皆で通査。

	実証手続
	経営者確認書(偶発債務・後発事象・簿外債務の網羅性)の入手
	経営者及び監査役等から、すべての偶発債務・債務保証・コミットメント・係争事項・後発事象を監査人に開示した旨、簿外債務がない旨、関連当事者との保証関係を開示した旨の言明を経営者確認書として入手。他の監査証拠(弁護士回答・銀行確認・議事録)との整合を確認し、矛盾があれば追加手続を実施する。
	・CRO・・PD
	経営者確認書、監査役等とのコミュニケーション記録／母集団=該当言明事項全般。確認書で網羅的に言明を入手。


監査結論：偶発債務(訴訟・債務保証・手形遡及義務・コミットメント等)は弁護士確認・銀行確認・議事録通査により網羅的に識別され、引当金計上要件を満たすものは引当計上、それ以外は重要性に応じて適切に注記されている。後発事象は決算日後監査報告書日までの手続により網羅的に把握され、修正後発事象は財務諸表に反映、開示後発事象は適切に注記されている。経営者確認書と他の監査証拠は整合し、簿外債務・未開示事項の兆候は認められない。注記・開示に重要な虚偽表示はないと判断する。
6. 監査差異要約（SAD）
	勘定科目
	差異の内容
	区分
	影響額(百万円)
	P/L影響
	B/S影響
	修正
	ｱｻｰｼｮﾝ

	売上高／売掛金
	期末日(3/31)出荷基準の製品売上について、翌期4/1〜4/3出荷分の売上12百万円を当期に前倒し計上(カットオフ誤り)。出荷報告書と売上計上日の突合で検出。収益認識のカットオフに係る特別な検討を要するリスク領域。
	事実
	12
	利益 +12百万円(売上過大)
	売掛金 +12百万円(過大)
	修正済
	E・・・CO・

	棚卸資産の評価(製品・仕掛品)
	滞留・陳腐化した製品および長期仕掛品について正味売却価額までの評価減が不足。直近販売実績・廃棄予定リストから算定した必要評価減と会社計上額の差額18百万円。棚卸資産評価に係る特別な検討を要するリスク領域。
	判断
	18
	利益 +18百万円(売上原価過少)
	棚卸資産 +18百万円(過大)
	未修正
	・・・V・・

	有形固定資産・減価償却費
	当期取得の製造設備について耐用年数・事業供用月の設定誤りおよび償却方法の適用誤りにより減価償却費が過少計上。再計算との差額7百万円。
	事実
	7
	利益 +7百万円(減価償却費過少)
	有形固定資産(減価償却累計額)+7百万円(簿価過大)
	修正済
	・・・V・PD

	賞与引当金(販管費・製造原価)
	支給対象期間(当期帰属)に対応する従業員賞与の引当計上漏れ。支給見込額・支給対象期間按分から算定した必要額に対し9百万円不足。
	判断
	9
	利益 +9百万円(費用過少)
	賞与引当金 −9百万円(負債過少)
	未修正
	・・・VCO・

	貸倒引当金(売掛金)
	長期滞留・実質破綻懸念のある特定債権に対する個別評価引当が過少。担保・回収可能性評価に基づく必要引当額との差額6百万円。
	判断
	6
	利益 +6百万円(貸倒引当繰入過少)
	貸倒引当金 −6百万円(評価性引当不足→売掛金純額過大)
	未修正
	・・・V・・

	繰延税金資産(税効果)
	将来減算一時差異・繰越欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性を過大評価。将来課税所得見積りの保守化(分類見直し)により回収可能性を認められない部分5百万円。繰延税金資産の回収可能性に係る特別な検討を要するリスク領域。
	推定
	5
	利益 +5百万円(法人税等調整額の貸方過大)
	繰延税金資産 +5百万円(過大)
	未修正
	・・・V・・

	買掛金／売上原価(原材料仕入)
	期末未着・検収済の原材料仕入について請求書未到来分の計上漏れ(購買カットオフ誤り)。受入報告書と仕入計上の突合で検出した未計上仕入4百万円。
	事実
	4
	利益 +4百万円(売上原価過少)
	買掛金 −4百万円(負債過少)
	修正済
	・・・・CO・


自動集計：未修正合計 38百万円／修正済 23百万円／PM 37.5・OM 50（百万円）　判定：未修正合計 38百万円 が手続実施上の重要性(37.5)を超過 — 追加検討・修正交渉が必要
未修正の集計：未修正の虚偽表示は4件。(1)棚卸資産評価減不足+18百万円、(2)賞与引当計上漏れ+9百万円、(3)貸倒引当過少+6百万円、(4)繰延税金資産回収可能性過大+5百万円。P/L影響(税引前利益への影響)は全て利益過大方向で純額+38百万円(利益過大)。B/S影響は資産過大(棚卸資産+18・繰延税金資産+5)23百万円、負債過少(賞与引当金9・貸倒引当金6)15百万円で、いずれも純資産を約38百万円過大表示する方向(税効果考慮前)。なお修正済3件(売上カットオフ+12、減価償却+7、買掛金+4)は経営者が修正済のため集計から除外。各未修正項目はいずれも明らかに僅少(2.5百万円)を超え集計対象。
重要性との比較：未修正虚偽表示の純額+38百万円は、手続実施上の重要性(PM)約37.5百万円を僅かに上回り、全体重要性(OM)約50百万円は下回る。全て利益過大の同一方向で相殺がなく純額=総額に近いため、相殺効果による緩和は期待できない。PMを超過している点は看過できず、財務諸表が重要な虚偽表示を含む可能性が高い水準にあると評価。
評価結論：未修正虚偽表示の集計額(+38百万円)がPMを上回りOMに接近していることから、現状のままでは財務諸表全体として重要な虚偽表示を含むリスクが高いと評価する。まず経営者に追加修正(特に金額影響の大きい棚卸資産評価減不足18百万円・賞与引当9百万円)を要請する。仮に未修正のまま残る場合でも、定性的要因(見積りの一方向の偏り=経営者バイアスの兆候、特別な検討を要するリスク領域への集中、利益指標・財務制限条項への影響)を含めて評価し、経営者確認書に未修正虚偽表示一覧を添付のうえ監査役等とコミュニケーションする。最終的に未修正額がOM未満かつ定性的に重要でないと判断できれば無限定適正意見が可能だが、本件はPM超過のため修正交渉と追加手続(見積りの再検討)を優先し、未修正額をOMに対し十分な余裕まで引き下げることを目標とする。
7. 個別調書（実施記録）
5000　製品　リードスケジュール（製品 リードスケジュール）
作成者：監査担当 佐藤／査閲者：主査 田中
	内訳科目
	前々期
	前期
	当期
	増減
	増減率

	製品（X製品群）
	280
	305
	362
	57
	18.7%

	製品（Y製品群）
	150
	142
	138
	-4
	-2.8%

	合計
	430
	447
	500
	53
	11.9%


*1 X製品群の年度末増産・滞留により製品在庫が増加
個別結論：X製品群の増加は滞留の兆候。評価減の検討を要する（棚卸資産の評価 参照）。
5200　製品　詳細テスト（製品 実地棚卸 テストカウント）
作成者：監査担当 佐藤／査閲者：主査 田中
母集団：期末実地棚卸 品目別（480件）／抽出：金額上位＋無作為（40件）
	ID
	相手先
	金額
	日付
	結果
	備考

	T-03
	X-101
	22
	—
	OK
	

	T-18
	X-220
	18
	—
	エラー
	受入記帳漏れ

	T-25
	Y-040
	9
	—
	OK
	


例外 ex1：[虚偽表示・事実] X-220の受入記帳漏れにより帳簿数量が過少（金額影響は僅少）（原因：受入時の記帳漏れ）
実施結果：40件中1件で数量差異（記帳漏れ・僅少）。重要性未満。
個別結論：テストカウントは概ね一致。1件の僅少差異は是正済。実在性・網羅性に重要な問題なし。
6000　貸倒引当金　会計上の見積り（貸倒引当金 見積りの監査）
作成者：監査担当 佐藤／査閲者：主査 田中
見積りの対象：一般債権の貸倒引当金（貸倒実績率）＋個別評価（特定債権）／見積方法：過去3年の貸倒実績率を一般債権に適用。経営破綻先・実質破綻先は個別に回収可能性を評価
バックテスト：前年見積 28 → 実績 24（差異 4・16.7%）
重要な仮定：貸倒実績率（1.2%） — 過去3年平均と整合。景気・業界動向の上振れ要因を検討
重要な仮定：個別評価先の回収見込（担保処分後40%） — 担保評価の客観性・最新性を確認
偏向の兆候：前年は見積28>実績24で過大方向。当期も保守的傾向の可能性。一方で特定先の引当先送りリスクも検討
監査手続：バックテスト（前年見積vs実績）、貸倒実績率の再計算、個別評価先の担保・回収可能性の検討、期末後入金の確認
経営者確認書（重要な仮定が合理的）を入手
個別結論：貸倒引当金の見積りは合理的。前年バックテストで過大方向の傾向はあるが重要性未満。
8000　売掛金　リードスケジュール（売掛金 リードスケジュール）
作成者：監査担当 佐藤／査閲者：主査 田中
	内訳科目
	前々期
	前期
	当期
	増減
	増減率

	売掛金（一般得意先）
	820
	910
	1040
	130
	14.3%

	売掛金（関係会社）
	130
	145
	138
	-7
	-4.8%

	合計
	950
	1055
	1178
	123
	11.7%


*1 主要得意先A社向け売上増（期末月の出荷増）により一般売掛金が増加
個別結論：増減は売上増と整合。期末残高はTBと一致。詳細は残高確認(Ref8200)参照。
8200　売掛金　残高確認（売掛金 残高確認 総括）
作成者：監査担当 佐藤／査閲者：主査 田中
母集団：期末売掛金 得意先別残高（142件）／抽出：残高上位＋無作為（正の確認）（30件）
	ID
	相手先
	金額
	日付
	結果
	備考

	C-01
	A社
	210
	2026-03-31
	OK
	

	C-02
	B社
	95
	2026-03-31
	OK
	

	C-07
	G社
	48
	2026-03-31
	エラー
	出荷基準と検収基準の差

	C-12
	L社
	33
	2026-03-31
	OK
	


例外 ex1：[虚偽表示・事実] G社向け売上の期末計上が先方検収前（出荷基準）で、当期売上・売掛金が過大（原因：出荷基準で計上、検収基準との差）
実施結果：30件中1件で差異（期ずれ）。他は一致または代替手続で心証を得た。
個別結論：1件の期ずれ（12百万円）を検出しSADへ集約。残高は概ね適正。
デモ製造株式会社（第28期）　会計監査調書セット　—　
